
 

今後の需要の⾼まりが⾒込まれる作物についても、⽣産拡⼤やその定着を図っていくこと
としています。 

 
((共共同同利利⽤⽤施施設設のの再再編編集集約約・・合合理理化化をを促促進進))  

農畜産物の調製保管や、加⼯、流通を⽀える共同利⽤施設の耐⽤年数は、⼀般的に約30
〜50年である中、JA全中1が令和6(2024)年11⽉に公表した調査では稼働している共同利⽤
施設のうち、約7割が30年以上前に設置された施設となっています(図図表表22--44--22)。また、農
業者の減少に伴い、施設利⽤者の減少による施設稼働率の低下や、経年劣化、旧式化に伴
う、施設・設備の稼働経費の負担拡⼤及び利⽤者の負担の増加が発⽣しており、施設利⽤
率の向上や計画的な修繕・更新等を⾏いつつ、共同利⽤施設の再編集約・合理化を進めて
いくことが必要です。 

このような中、農林⽔産省では、産地の実態を踏まえた、既存施設の役割の⾒直しに係
る協議の実施や修繕・更新に係る計画の策定及びその実施体制の構築等を⾏った上で、地
域計画に基づく産地の将来像の実現に向け、⽼朽化した共同利⽤施設の再編集約・合理化
を促進することとしています。 

 

 
 

((農農協協系系統統組組織織はは農農業業者者のの所所得得向向上上等等にに向向けけたた取取組組をを推推進進))  
農協は協同組合の⼀つで、農業協同組合法に基づいて設⽴されています。農業者等の組

合員により⾃主的に設⽴される相互扶助組織であり、農産物の販売や農業⽣産資材の供給、
資⾦の貸付けや貯⾦の受⼊れ、共済、医療等の事業を⾏っています。 

農協系統組織においては、農業者の所得向上等に向け、農産物の有利販売や農業⽣産資
材の価格引下げ等に主体的に取り組む⾃⼰改⾰に取り組んでいます。 

 
1 正式名称は「⼀般社団法⼈全国農業協同組合中央会」 

図表2-4-2 共同利⽤施設の設置年度別施設数と耐⽤年数を迎える施設数 

資料：JA全中「JAグループ共同利⽤施設に関する現況調査」(令和6(2024)年11⽉公表)を基に農林⽔産省作成 
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第第44節節  消消費費者者のの需需要要にに即即ししたた農農業業⽣⽣産産のの推推進進とと農農業業経経営営のの安安定定  

 
 
我が国の農業⽣産においては、消費者ニーズや海外市場、加⼯・業務⽤等の新たな需要

に対応し、国内外の市場を獲得していくため、需要構造等の変化に対応した⽣産供給体制
の構築を図ることが重要です。また、効率的かつ安定的な農業経営の育成に向け、収⼊保
険や⾦融⾯での⽀援等を図り、⾃然災害等の様々なリスクに対応していくことが必要です。 

本節では、各品⽬の需要に応じた⽣産や農業経営の安定に向けた取組、労働安全性の向
上等の取組について紹介します。 

 
((11))  需需要要にに応応じじたた⽣⽣産産のの推推進進とと流流通通・・加加⼯⼯のの合合理理化化  
((品品⽬⽬ごごととのの需需要要にに応応じじたた⽣⽣産産をを推推進進))  

⾷の外部化・簡便化が進展し、農畜
産物の加⼯・業務⽤需要の⽐率が⾼ま
る⼀⽅、⽣産サイドではその需要に合
わせた対応が必ずしも⼗分にできてい
ません。 

品⽬別⾷料⽀出割合の今後の推移を
みると、内⾷から中⾷への⾷の外部化
が⼀層進展し、⽣鮮⾷品から加⼯⾷品
や調理⾷品へのシフトが加速化する⾒
込みです(図図表表22--44--11)。このような⾷料
消費形態の変化に応じた需給ギャップ
の解消を図り、加⼯・業務⽤需要を取
り込んでいくことが必要です。 

⼀⽅、主⾷⽤⽶の需要が減少する中、
⾷料安全保障の観点から農地を最⼤限
活⽤していくため、主⾷⽤⽶から輸⼊
依存度の⾼い⼩⻨や加⼯・業務⽤野菜
等の需要のある作物への本格的な転換
を⼀層進めることも重要です。 

また、持続可能な農業や海外市場も
⾒据えた農業に転換していく観点にお
いても、需要に応じた⽣産は不可⽋で
あることから、今後も品⽬ごとに需要
に応じた⽣産を推進していくことが重
要になります。 

このため、農林⽔産省では、国産農産物に対する消費者ニーズが堅調であることも踏ま
え、輸⼊品から国産への転換が求められる⼩⻨、⼤⾖、加⼯・業務⽤野菜、飼料作物等に
ついて、⽔⽥の汎⽤化・畑地化を⾏うなど、総合的な推進を通じて、国内⽣産の増⼤を積
極的かつ効率的に図っていくこととしています。また、⽶粉⽤、業務⽤向けの⽶といった

図表2-4-1 品⽬別⾷料⽀出割合の将来推計 

資料：農林⽔産政策研究所「我が国の⾷料消費の将来推計(2019年版)」を基に
農林⽔産省作成 

注：1) 平成22(2010)年までは、家計調査、全国消費実態調査等から計算した
実績値で、令和2(2020)年以降は推計値。令和元(2019)年時点の試算
であるため、新型コロナウイルス感染症の影響は考慮していない。 

2) 平成27(2015)年価格による実質値の割合 
3) ⽣鮮⾷品は、⽶、⽣鮮⿂介、⽣鮮⾁、⽜乳、卵、⽣鮮野菜、⽣鮮果実

の合計 
4) 加⼯⾷品は、パン、麺類、他の穀類、塩⼲⿂介、⿂⾁練製品、他の⿂

介加⼯品、加⼯⾁、乳製品、乾物・海藻、⼤⾖加⼯品、他の野菜・海
藻加⼯品、果実加⼯品の合計 

5) 調理⾷品は、主⾷的調理⾷品と他の調理⾷品の合計で、他の調理⾷品
には冷凍調理⾷品も含む。 

6) その他は、油脂・調味料、菓⼦類、酒類の合計 
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今後の需要の⾼まりが⾒込まれる作物についても、⽣産拡⼤やその定着を図っていくこと
としています。 

 
((共共同同利利⽤⽤施施設設のの再再編編集集約約・・合合理理化化をを促促進進))  

農畜産物の調製保管や、加⼯、流通を⽀える共同利⽤施設の耐⽤年数は、⼀般的に約30
〜50年である中、JA全中1が令和6(2024)年11⽉に公表した調査では稼働している共同利⽤
施設のうち、約7割が30年以上前に設置された施設となっています(図図表表22--44--22)。また、農
業者の減少に伴い、施設利⽤者の減少による施設稼働率の低下や、経年劣化、旧式化に伴
う、施設・設備の稼働経費の負担拡⼤及び利⽤者の負担の増加が発⽣しており、施設利⽤
率の向上や計画的な修繕・更新等を⾏いつつ、共同利⽤施設の再編集約・合理化を進めて
いくことが必要です。 

このような中、農林⽔産省では、産地の実態を踏まえた、既存施設の役割の⾒直しに係
る協議の実施や修繕・更新に係る計画の策定及びその実施体制の構築等を⾏った上で、地
域計画に基づく産地の将来像の実現に向け、⽼朽化した共同利⽤施設の再編集約・合理化
を促進することとしています。 

 

 
 

((農農協協系系統統組組織織はは農農業業者者のの所所得得向向上上等等にに向向けけたた取取組組をを推推進進))  
農協は協同組合の⼀つで、農業協同組合法に基づいて設⽴されています。農業者等の組

合員により⾃主的に設⽴される相互扶助組織であり、農産物の販売や農業⽣産資材の供給、
資⾦の貸付けや貯⾦の受⼊れ、共済、医療等の事業を⾏っています。 

農協系統組織においては、農業者の所得向上等に向け、農産物の有利販売や農業⽣産資
材の価格引下げ等に主体的に取り組む⾃⼰改⾰に取り組んでいます。 

 
1 正式名称は「⼀般社団法⼈全国農業協同組合中央会」 

図表2-4-2 共同利⽤施設の設置年度別施設数と耐⽤年数を迎える施設数 

資料：JA全中「JAグループ共同利⽤施設に関する現況調査」(令和6(2024)年11⽉公表)を基に農林⽔産省作成 
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第第44節節  消消費費者者のの需需要要にに即即ししたた農農業業⽣⽣産産のの推推進進とと農農業業経経営営のの安安定定  

 
 
我が国の農業⽣産においては、消費者ニーズや海外市場、加⼯・業務⽤等の新たな需要

に対応し、国内外の市場を獲得していくため、需要構造等の変化に対応した⽣産供給体制
の構築を図ることが重要です。また、効率的かつ安定的な農業経営の育成に向け、収⼊保
険や⾦融⾯での⽀援等を図り、⾃然災害等の様々なリスクに対応していくことが必要です。 

本節では、各品⽬の需要に応じた⽣産や農業経営の安定に向けた取組、労働安全性の向
上等の取組について紹介します。 

 
((11))  需需要要にに応応じじたた⽣⽣産産のの推推進進とと流流通通・・加加⼯⼯のの合合理理化化  
((品品⽬⽬ごごととのの需需要要にに応応じじたた⽣⽣産産をを推推進進))  

⾷の外部化・簡便化が進展し、農畜
産物の加⼯・業務⽤需要の⽐率が⾼ま
る⼀⽅、⽣産サイドではその需要に合
わせた対応が必ずしも⼗分にできてい
ません。 

品⽬別⾷料⽀出割合の今後の推移を
みると、内⾷から中⾷への⾷の外部化
が⼀層進展し、⽣鮮⾷品から加⼯⾷品
や調理⾷品へのシフトが加速化する⾒
込みです(図図表表22--44--11)。このような⾷料
消費形態の変化に応じた需給ギャップ
の解消を図り、加⼯・業務⽤需要を取
り込んでいくことが必要です。 

⼀⽅、主⾷⽤⽶の需要が減少する中、
⾷料安全保障の観点から農地を最⼤限
活⽤していくため、主⾷⽤⽶から輸⼊
依存度の⾼い⼩⻨や加⼯・業務⽤野菜
等の需要のある作物への本格的な転換
を⼀層進めることも重要です。 

また、持続可能な農業や海外市場も
⾒据えた農業に転換していく観点にお
いても、需要に応じた⽣産は不可⽋で
あることから、今後も品⽬ごとに需要
に応じた⽣産を推進していくことが重
要になります。 

このため、農林⽔産省では、国産農産物に対する消費者ニーズが堅調であることも踏ま
え、輸⼊品から国産への転換が求められる⼩⻨、⼤⾖、加⼯・業務⽤野菜、飼料作物等に
ついて、⽔⽥の汎⽤化・畑地化を⾏うなど、総合的な推進を通じて、国内⽣産の増⼤を積
極的かつ効率的に図っていくこととしています。また、⽶粉⽤、業務⽤向けの⽶といった

図表2-4-1 品⽬別⾷料⽀出割合の将来推計 

資料：農林⽔産政策研究所「我が国の⾷料消費の将来推計(2019年版)」を基に
農林⽔産省作成 

注：1) 平成22(2010)年までは、家計調査、全国消費実態調査等から計算した
実績値で、令和2(2020)年以降は推計値。令和元(2019)年時点の試算
であるため、新型コロナウイルス感染症の影響は考慮していない。 

2) 平成27(2015)年価格による実質値の割合 
3) ⽣鮮⾷品は、⽶、⽣鮮⿂介、⽣鮮⾁、⽜乳、卵、⽣鮮野菜、⽣鮮果実

の合計 
4) 加⼯⾷品は、パン、麺類、他の穀類、塩⼲⿂介、⿂⾁練製品、他の⿂

介加⼯品、加⼯⾁、乳製品、乾物・海藻、⼤⾖加⼯品、他の野菜・海
藻加⼯品、果実加⼯品の合計 

5) 調理⾷品は、主⾷的調理⾷品と他の調理⾷品の合計で、他の調理⾷品
には冷凍調理⾷品も含む。 

6) その他は、油脂・調味料、菓⼦類、酒類の合計 

32.7 29.0 26.2 23.4 21.0 

16.1 
16.1 16.5 16.6 16.8 

11.0 12.4 13.8 15.6 17.4 

22.2 21.3 20.6 20.4 19.9 

3.8 5.3 6.3 7.3 8.4 

14.1 15.8 16.5 16.6 16.6 

0

20

40

60

80

100

平成12年
(2000)

22
(2010)

令和2
(2020)

(推計値)

12
(2030)

(推計値)

22
(2040)

(推計値)

⽣鮮⾷品

%

飲料

加⼯⾷品

その他

外⾷

調理⾷品

135

第
2
章

農村白書2025_1-2.indd   135農村白書2025_1-2.indd   135 2025/05/14   16:41:242025/05/14   16:41:24



 

((22))  畜畜産産・・酪酪農農のの経経営営安安定定をを通通じじたた⽣⽣産産基基盤盤のの強強化化  
((酪酪農農経経営営のの改改善善にに向向けけたた取取組組をを⽀⽀援援))  

我が国の酪農経営は、ロシアによるウクラ
イナ侵略や為替相場等の影響による飼料費等
の⽣産コストの⾼⽌まりに加え、脱脂粉乳の
需給が緩和したこと等により、厳しい状況に
あります。このため、農林⽔産省では、令和
6(2024)年度において、酪農経営に対して、
コスト低減に資する⻑命連産性に優れた⽜群
への転換や脱脂粉乳の在庫低減対策の⽀援、
農林漁業セーフティネット資⾦等の特例措置
等による⾦融⽀援等により、⽣産者への影響
を緩和しています。特に脱脂粉乳の需給状況
については、ヨーグルト需要の減少等により、
需要低迷が課題となっています。農林⽔産省
では、⺠間事業者が協調して⾏う脱脂粉乳の
在庫の低減を図るための取組等を⽀援してい
ます。こうした取組により、メーカーが乳価
を引き上げやすくなり、累次の引上げが⾏わ
れ、酪農経営の安定に寄与しています。 

このほか、農林⽔産省では、酪農乳業界の枠を超えた取組である「⽜乳でスマイルプロ
ジェクト1」等の消費拡⼤や販路開拓の取組等を推進しています。 

⼀般社団法⼈中 央
ちゅうおう

酪農
らくのう

会議
か い ぎ

が令和7(2025)年3⽉に公表した調査によると、指定⽣乳⽣
産者団体の受託農家⼾数の減少率は、令和5(2023)年8⽉以降鈍化しつつあるものの、令和
7(2025)年2⽉には前年同⽉⽐で5.8%の減少となっています(図図表表22--44--44)。 

農林⽔産省では、経営安定対策や⾦融⽀援、就農⽀援等各種施策を総合的に活⽤しなが
ら、経営安定を図っています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
1 第4章第4節を参照 

図表2-4-4 指定⽣乳⽣産者団体の受託農家⼾
数変動率(前年同⽉⽐) 

資料：⼀般社団法⼈中央酪農会議「受託農家⼾数」(令和7(2025)年3
⽉公表)を基に農林⽔産省作成 
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農林⽔産省・都道府県は、各農協において、組合員との対話を通じて農業者の所得向上
に向けた⾃⼰改⾰を実践する「⾃⼰改⾰実践サイクル」に基づき、⾃⼰改⾰の取組が⾏わ
れるよう助⾔・指導等を⾏っています。 

このような中、令和6(2024)年10⽉、農
協系統組織の今後の取組⽅向を決定・発信
する第30回JA全国⼤会が開催され、農協が
不断の⾃⼰改⾰の更なる進化を図ること等
が決議されました。 

また、全国農業協同組合連合会(以下「JA
全農」という。)では、⾷農バリューチェー
ンの構築に向け、他業種企業との業務提携
等により、物流の合理化、国産農畜産物の
⾼付加価値化、多様な販売チャネルによる
消費拡⼤等に取り組んでいます。 

総合農協の組合数、組合員数については
減少傾向で推移しており、令和5(2023)年
度はそれぞれ537組合、1,021万⼈となって
います(図図表表22--44--33)。 

 

 
 

((ココララムム))  22002255国国際際協協同同組組合合年年をを通通じじたた協協同同組組合合活活動動のの推推進進  

「「22002255国国際際協協同同組組合合年年」」のの
ロロゴゴママーークク  

図表2-4-3 農協(総合農協)の組合数、組合員数 

資料：農林⽔産省「農業協同組合及び同連合会⼀⻫調査」 
注：各組合事業年度末時点の数値 
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令和7(2025)年は国連が定めた国際協同組合年(International Year of 
Cooperatives：IYC2025)であり、平成24(2012)年に続き2回⽬となりま
す。国連は今回のIYC2025を通じて、協同組合のSDGsの実現への貢献
に対する認知を⾼めることや、協同組合の振興の取組を講ずることを、
各国政府や関係機関に対して求めています。 

IYC2025のロゴマークは、「協同組合はよりよい世界を築きます」と
いうテーマのとおり、よりよい世界を築くために世界中の⼈々が互いに
結び付く様⼦を表しています。 

我が国では、平成24(2012)年の1回⽬の国際協同組合年を契機に、異なる協同組合同⼠が連携して
社会課題の解決に取り組む協同組合間連携の機運が⾼まり、平成30(2018)年に、農協を始めとする
構成員により⽇本

に ほ ん
協 同
きょうどう

組合
くみあい

連携
れんけい

機構
き こ う

(JCA*1)が設⽴されました。IYC2025には、国際協同組合デー
記念中央集会といった、協同組合を中⼼に結成された全国実⾏委員会による記念イベントが開催さ
れる予定です。 

また、JAグループでは、農産物の販売や資材の供給等に加え、買物困難者に対する移動購買⾞の
導⼊、体験型農園の設置やこども⾷堂への⾷材提供、⾼齢者への福祉事業等の社会貢献活動を通じ
て、SDGs*2(持続可能な開発⽬標)の実現に向けた取組を⾏っており、IYC2025により、このような
取組がより活性化することが期待されます。 

くわえて、農林⽔産省としても協同組合の認知を⾼める広報活動を⾏うこととしています。 
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((22))  畜畜産産・・酪酪農農のの経経営営安安定定をを通通じじたた⽣⽣産産基基盤盤のの強強化化  
((酪酪農農経経営営のの改改善善にに向向けけたた取取組組をを⽀⽀援援))  

我が国の酪農経営は、ロシアによるウクラ
イナ侵略や為替相場等の影響による飼料費等
の⽣産コストの⾼⽌まりに加え、脱脂粉乳の
需給が緩和したこと等により、厳しい状況に
あります。このため、農林⽔産省では、令和
6(2024)年度において、酪農経営に対して、
コスト低減に資する⻑命連産性に優れた⽜群
への転換や脱脂粉乳の在庫低減対策の⽀援、
農林漁業セーフティネット資⾦等の特例措置
等による⾦融⽀援等により、⽣産者への影響
を緩和しています。特に脱脂粉乳の需給状況
については、ヨーグルト需要の減少等により、
需要低迷が課題となっています。農林⽔産省
では、⺠間事業者が協調して⾏う脱脂粉乳の
在庫の低減を図るための取組等を⽀援してい
ます。こうした取組により、メーカーが乳価
を引き上げやすくなり、累次の引上げが⾏わ
れ、酪農経営の安定に寄与しています。 

このほか、農林⽔産省では、酪農乳業界の枠を超えた取組である「⽜乳でスマイルプロ
ジェクト1」等の消費拡⼤や販路開拓の取組等を推進しています。 

⼀般社団法⼈中 央
ちゅうおう

酪農
らくのう

会議
か い ぎ

が令和7(2025)年3⽉に公表した調査によると、指定⽣乳⽣
産者団体の受託農家⼾数の減少率は、令和5(2023)年8⽉以降鈍化しつつあるものの、令和
7(2025)年2⽉には前年同⽉⽐で5.8%の減少となっています(図図表表22--44--44)。 

農林⽔産省では、経営安定対策や⾦融⽀援、就農⽀援等各種施策を総合的に活⽤しなが
ら、経営安定を図っています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
1 第4章第4節を参照 

図表2-4-4 指定⽣乳⽣産者団体の受託農家⼾
数変動率(前年同⽉⽐) 

資料：⼀般社団法⼈中央酪農会議「受託農家⼾数」(令和7(2025)年3
⽉公表)を基に農林⽔産省作成 
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農林⽔産省・都道府県は、各農協において、組合員との対話を通じて農業者の所得向上
に向けた⾃⼰改⾰を実践する「⾃⼰改⾰実践サイクル」に基づき、⾃⼰改⾰の取組が⾏わ
れるよう助⾔・指導等を⾏っています。 

このような中、令和6(2024)年10⽉、農
協系統組織の今後の取組⽅向を決定・発信
する第30回JA全国⼤会が開催され、農協が
不断の⾃⼰改⾰の更なる進化を図ること等
が決議されました。 

また、全国農業協同組合連合会(以下「JA
全農」という。)では、⾷農バリューチェー
ンの構築に向け、他業種企業との業務提携
等により、物流の合理化、国産農畜産物の
⾼付加価値化、多様な販売チャネルによる
消費拡⼤等に取り組んでいます。 

総合農協の組合数、組合員数については
減少傾向で推移しており、令和5(2023)年
度はそれぞれ537組合、1,021万⼈となって
います(図図表表22--44--33)。 

 

 
 

((ココララムム))  22002255国国際際協協同同組組合合年年をを通通じじたた協協同同組組合合活活動動のの推推進進  

「「22002255国国際際協協同同組組合合年年」」のの
ロロゴゴママーークク  

図表2-4-3 農協(総合農協)の組合数、組合員数 

資料：農林⽔産省「農業協同組合及び同連合会⼀⻫調査」 
注：各組合事業年度末時点の数値 
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令和7(2025)年は国連が定めた国際協同組合年(International Year of 
Cooperatives：IYC2025)であり、平成24(2012)年に続き2回⽬となりま
す。国連は今回のIYC2025を通じて、協同組合のSDGsの実現への貢献
に対する認知を⾼めることや、協同組合の振興の取組を講ずることを、
各国政府や関係機関に対して求めています。 

IYC2025のロゴマークは、「協同組合はよりよい世界を築きます」と
いうテーマのとおり、よりよい世界を築くために世界中の⼈々が互いに
結び付く様⼦を表しています。 

我が国では、平成24(2012)年の1回⽬の国際協同組合年を契機に、異なる協同組合同⼠が連携して
社会課題の解決に取り組む協同組合間連携の機運が⾼まり、平成30(2018)年に、農協を始めとする
構成員により⽇本

に ほ ん
協 同
きょうどう

組合
くみあい

連携
れんけい

機構
き こ う

(JCA*1)が設⽴されました。IYC2025には、国際協同組合デー
記念中央集会といった、協同組合を中⼼に結成された全国実⾏委員会による記念イベントが開催さ
れる予定です。 

また、JAグループでは、農産物の販売や資材の供給等に加え、買物困難者に対する移動購買⾞の
導⼊、体験型農園の設置やこども⾷堂への⾷材提供、⾼齢者への福祉事業等の社会貢献活動を通じ
て、SDGs*2(持続可能な開発⽬標)の実現に向けた取組を⾏っており、IYC2025により、このような
取組がより活性化することが期待されます。 

くわえて、農林⽔産省としても協同組合の認知を⾼める広報活動を⾏うこととしています。 
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((持持続続可可能能なな畜畜産産物物⽣⽣産産ののたためめのの取取組組をを推推進進))  
持続可能な畜産物⽣産に向け、世界的な気候変動に伴う飼料⽣産の不安定化や⼈⼝増加

に伴う穀物需要の⾼まりを⾒据え、輸⼊飼料への過度な依存から脱却し、飼料の国際価格
動向に左右されない国内の飼料⽣産基盤に⽴脚した⾜腰の強い畜産経営の育成を図ること
が重要です。 

⼀⽅、近年、農林⽔産分野における環境負荷低減の取組が加速する中で、我が国の温室
効果ガス排出量の約1%を占める畜産でも排出削減の取組が求められています。今後も安定
的に国産畜産物の⽣産・供給拡⼤を図るためには、国際的な潮流も踏まえ、地球温暖化対
策を始めとした、持続的な⾷料システムの構築に向けた取組を関係者に促すとともに、消
費者への情報発信等を図っていくことが重要です。 

農林⽔産省では、家畜⽣産に係る環境負荷低減に向けた取組の展開、耕種農家のニーズ
に適した⾼品質堆肥の⽣産や堆肥の広域流通・資源循環の拡⼤、国産飼料の⽣産・利⽤の
拡⼤や有機畜産業の取組、アニマルウェルフェアに配慮した飼養管理の普及、畜産GAP認

直直営営精精⾁⾁店店「「eeaatt  MM  eeaatt」」  
資料：株式会社なごみ農産 

((事事例例))  持持続続可可能能なな畜畜産産物物⽣⽣産産にに向向けけ、、国国産産飼飼料料のの活活⽤⽤をを推推進進((⼭⼭形形県県))  

⾃⾃社社ブブラランンドド⽜⽜⾁⾁  
資料：株式会社なごみ農産 

((11))  国国産産原原料料110000%%飼飼料料をを給給与与ししたた⽜⽜⾁⾁のの⽣⽣産産・・販販売売にに挑挑戦戦  
⼭形県天童

てんどう
市

し
の株式会社なごみ農産

のうさん
では、⽣産費の⼤きな割合を飼

料費が占める中、飼料原料のほとんどが輸⼊であり、⽣産国の作柄や
為替等による価格変動の影響を受けやすいことが経営上の課題となっ
ていました。そのため、同社では、持続可能な畜産物⽣産に向け、国
産原料100%飼料にこだわり、⽜⾁の⽣産に取り組みました。 

 
((22))  国国産産飼飼料料原原料料のの安安定定調調達達にに向向けけ、、地地域域のの農農家家等等とと連連携携  

同社では、国産原料100%の飼料の給与に向け、平成26(2014)年か
ら原料価格が安い飼料⽤⽶をメインとした籾

もみ
⽶
まい

サイレージの製造を開
始しました。⼀⽅、ルーメンアシドーシス*の防⽌が必要であったため、
地域の企業等が製造した圧ぺん籾⽶や圧ぺん⽞⽶を利⽤し、飼料⽤⽶
の多給(47%)を実現しました。 

また、国産飼料原料の安定調達及び低コスト化に向け、地域の農家
や企業と連携した⽣産・供給体制の構築が重要であると考え、平成
27(2015)年に地域内外の耕種農家や企業とともに天童

てんどう
地区

ち く
国産
こくさん

飼料
しりょう

クラスター協議会
きょうぎかい

を設⽴し、国産飼料原料の調達、加⼯、流通及び保
管体制を整備しました。 

このような取組の結果、同社は令和6(2024)年6⽉時点で約900頭の
⾁⽜に対して国産原料100%飼料の給与を実現しています。 

 
((33))  地地域域のの活活性性化化をを⽬⽬指指しし、、国国産産原原料料110000%%飼飼料料をを給給与与ししたた⽜⽜⾁⾁のの⽣⽣産産・・販販売売をを推推進進  

同社は、関係者との信頼関係の構築を重視しており、イベント等による地域住⺠等の交流の場の
提供や耕作放棄地の有効活⽤を通じて地域の活性化にも取り組んでいます。また、平成28(2016)年
から⾃社ブランド⽜⾁の販売を直営精⾁店やインターネットで開始し、こだわりの⽜⾁を消費者に
直接届け、⾷べてほしいという思いから、販売強化に取り組んでいます。 

今後とも、「安⼼で安全な餌で育てたおいしい⽜⾁を届けたい」という理念のもと、地域の理解と
共⽣を図り、規模拡⼤と持続可能な畜産物⽣産に向けた取組を推進していくこととしています。 

 
＊ ルーメン(第1胃)内が急激に酸性化し、正常な消化・吸収ができなくなる障害 

 

((⼦⼦⽜⽜価価格格のの下下落落にに対対すするる⽀⽀援援をを実実施施))  
⿊⽑和種の⼦⽜の取引価格は、物価⾼騰に

伴う⽜⾁の消費減退等を背景として、肥育農
家の⼦⽜の導⼊意欲が低下したこと等から、
令和4(2022)年5⽉以降⼤幅に下落し、令和
6(2024)年9⽉には1頭当たり50万円まで下落
しました(図図表表22--44--55)。 

その結果、令和6(2024)年度の第1四半期か
ら第3四半期において、⿊⽑和種の⼦⽜の全
国平均売買価格が保証基準価格を下回り、⾁
⽤⼦⽜⽣産者補給⾦が3期連続で発動しまし
た。 

農林⽔産省では、同補給⾦に加え、令和
6(2024)年4⽉から措置した優良和⼦⽜⽣産
推進緊急⽀援事業で繁殖経営を下⽀えすると
ともに、より⾼く取引される優良な⾁⽤⼦⽜
の⽣産に向けて、成⻑が良く⾁質に優れた若
い繁殖雌⽜への⽜群の転換を⽀援しています。 

 
((地地域域ににおおけけるる畜畜産産のの収収益益性性向向上上をを図図るる取取組組をを推推進進))  

畜産・酪農については、農業者の減少や⾼齢化、飼料価格の⾼⽌まりといった厳しい状
況にあります。これらへの対応のほか、畜産物の国内需要への対応と輸出拡⼤に向け、⽣
産基盤の強化を図ることが重要となっています。 

このため、農林⽔産省では、地域における畜産の収益性向上等に必要な施設整備や機械
導⼊等を⽀援するとともに、経営資源を継承する取組や農業⽣産資材の価格⾼騰等を踏ま
えた⾁⽤⽜繁殖経営、酪農経営における⽜群構成の転換を⽀援しています。 

また、酪農・⾁⽤⽜経営の省⼒化に資するロボット・AI・IoT等の先端技術の導⼊や、
それらの機器等により得られる⽣産情報等を畜産経営の改善のために集約し、活⽤するた
めの体制整備等を⽀援しています。 

さらに、これまで推進してきた⾁⽤⽜・乳⽤⽜・豚・鶏の改良に加え、⾁⽤⽜の肥育期
間の短縮・出荷時期の早期化等の取組を⽀援することにより、⽣産基盤の強化と持続可能
な畜産物⽣産の推進を図っています。 

なお、令和4(2022)年4⽉に施⾏された畜舎特例法1について、令和6(2024)年度において
も、令和5(2023)年度に引き続き事業者等との意⾒交換会を実施し、緩和された構造等の
技術基準により農業者や建築⼠の創意⼯夫で畜舎等の建築費が抑えられるよう、その活⽤
を推進しています。 

 

 
1 正式名称は「畜舎等の建築等及び利⽤の特例に関する法律」 

図表2-4-5 ⿊⽑和種の⼦⽜価格 

資料：独⽴⾏政法⼈農畜産業振興機構「⽉別⾁⽤⼦⽜取引状況表(⿊
⽑和種)」 

注：1) ⽉別の全国平均価格 
2) 令和6(2024)年12⽉〜7(2025)年2⽉の数値は、令和7(2025)

年3⽉末時点の集計値 
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((持持続続可可能能なな畜畜産産物物⽣⽣産産ののたためめのの取取組組をを推推進進))  
持続可能な畜産物⽣産に向け、世界的な気候変動に伴う飼料⽣産の不安定化や⼈⼝増加

に伴う穀物需要の⾼まりを⾒据え、輸⼊飼料への過度な依存から脱却し、飼料の国際価格
動向に左右されない国内の飼料⽣産基盤に⽴脚した⾜腰の強い畜産経営の育成を図ること
が重要です。 

⼀⽅、近年、農林⽔産分野における環境負荷低減の取組が加速する中で、我が国の温室
効果ガス排出量の約1%を占める畜産でも排出削減の取組が求められています。今後も安定
的に国産畜産物の⽣産・供給拡⼤を図るためには、国際的な潮流も踏まえ、地球温暖化対
策を始めとした、持続的な⾷料システムの構築に向けた取組を関係者に促すとともに、消
費者への情報発信等を図っていくことが重要です。 

農林⽔産省では、家畜⽣産に係る環境負荷低減に向けた取組の展開、耕種農家のニーズ
に適した⾼品質堆肥の⽣産や堆肥の広域流通・資源循環の拡⼤、国産飼料の⽣産・利⽤の
拡⼤や有機畜産業の取組、アニマルウェルフェアに配慮した飼養管理の普及、畜産GAP認

直直営営精精⾁⾁店店「「eeaatt  MM  eeaatt」」  
資料：株式会社なごみ農産 

((事事例例))  持持続続可可能能なな畜畜産産物物⽣⽣産産にに向向けけ、、国国産産飼飼料料のの活活⽤⽤をを推推進進((⼭⼭形形県県))  

⾃⾃社社ブブラランンドド⽜⽜⾁⾁  
資料：株式会社なごみ農産 

((11))  国国産産原原料料110000%%飼飼料料をを給給与与ししたた⽜⽜⾁⾁のの⽣⽣産産・・販販売売にに挑挑戦戦  
⼭形県天童

てんどう
市

し
の株式会社なごみ農産

のうさん
では、⽣産費の⼤きな割合を飼

料費が占める中、飼料原料のほとんどが輸⼊であり、⽣産国の作柄や
為替等による価格変動の影響を受けやすいことが経営上の課題となっ
ていました。そのため、同社では、持続可能な畜産物⽣産に向け、国
産原料100%飼料にこだわり、⽜⾁の⽣産に取り組みました。 

 
((22))  国国産産飼飼料料原原料料のの安安定定調調達達にに向向けけ、、地地域域のの農農家家等等とと連連携携  

同社では、国産原料100%の飼料の給与に向け、平成26(2014)年か
ら原料価格が安い飼料⽤⽶をメインとした籾

もみ
⽶
まい

サイレージの製造を開
始しました。⼀⽅、ルーメンアシドーシス*の防⽌が必要であったため、
地域の企業等が製造した圧ぺん籾⽶や圧ぺん⽞⽶を利⽤し、飼料⽤⽶
の多給(47%)を実現しました。 

また、国産飼料原料の安定調達及び低コスト化に向け、地域の農家
や企業と連携した⽣産・供給体制の構築が重要であると考え、平成
27(2015)年に地域内外の耕種農家や企業とともに天童

てんどう
地区

ち く
国産
こくさん

飼料
しりょう

クラスター協議会
きょうぎかい

を設⽴し、国産飼料原料の調達、加⼯、流通及び保
管体制を整備しました。 

このような取組の結果、同社は令和6(2024)年6⽉時点で約900頭の
⾁⽜に対して国産原料100%飼料の給与を実現しています。 

 
((33))  地地域域のの活活性性化化をを⽬⽬指指しし、、国国産産原原料料110000%%飼飼料料をを給給与与ししたた⽜⽜⾁⾁のの⽣⽣産産・・販販売売をを推推進進  

同社は、関係者との信頼関係の構築を重視しており、イベント等による地域住⺠等の交流の場の
提供や耕作放棄地の有効活⽤を通じて地域の活性化にも取り組んでいます。また、平成28(2016)年
から⾃社ブランド⽜⾁の販売を直営精⾁店やインターネットで開始し、こだわりの⽜⾁を消費者に
直接届け、⾷べてほしいという思いから、販売強化に取り組んでいます。 

今後とも、「安⼼で安全な餌で育てたおいしい⽜⾁を届けたい」という理念のもと、地域の理解と
共⽣を図り、規模拡⼤と持続可能な畜産物⽣産に向けた取組を推進していくこととしています。 

 
＊ ルーメン(第1胃)内が急激に酸性化し、正常な消化・吸収ができなくなる障害 

 

((⼦⼦⽜⽜価価格格のの下下落落にに対対すするる⽀⽀援援をを実実施施))  
⿊⽑和種の⼦⽜の取引価格は、物価⾼騰に

伴う⽜⾁の消費減退等を背景として、肥育農
家の⼦⽜の導⼊意欲が低下したこと等から、
令和4(2022)年5⽉以降⼤幅に下落し、令和
6(2024)年9⽉には1頭当たり50万円まで下落
しました(図図表表22--44--55)。 

その結果、令和6(2024)年度の第1四半期か
ら第3四半期において、⿊⽑和種の⼦⽜の全
国平均売買価格が保証基準価格を下回り、⾁
⽤⼦⽜⽣産者補給⾦が3期連続で発動しまし
た。 

農林⽔産省では、同補給⾦に加え、令和
6(2024)年4⽉から措置した優良和⼦⽜⽣産
推進緊急⽀援事業で繁殖経営を下⽀えすると
ともに、より⾼く取引される優良な⾁⽤⼦⽜
の⽣産に向けて、成⻑が良く⾁質に優れた若
い繁殖雌⽜への⽜群の転換を⽀援しています。 

 
((地地域域ににおおけけるる畜畜産産のの収収益益性性向向上上をを図図るる取取組組をを推推進進))  

畜産・酪農については、農業者の減少や⾼齢化、飼料価格の⾼⽌まりといった厳しい状
況にあります。これらへの対応のほか、畜産物の国内需要への対応と輸出拡⼤に向け、⽣
産基盤の強化を図ることが重要となっています。 

このため、農林⽔産省では、地域における畜産の収益性向上等に必要な施設整備や機械
導⼊等を⽀援するとともに、経営資源を継承する取組や農業⽣産資材の価格⾼騰等を踏ま
えた⾁⽤⽜繁殖経営、酪農経営における⽜群構成の転換を⽀援しています。 

また、酪農・⾁⽤⽜経営の省⼒化に資するロボット・AI・IoT等の先端技術の導⼊や、
それらの機器等により得られる⽣産情報等を畜産経営の改善のために集約し、活⽤するた
めの体制整備等を⽀援しています。 

さらに、これまで推進してきた⾁⽤⽜・乳⽤⽜・豚・鶏の改良に加え、⾁⽤⽜の肥育期
間の短縮・出荷時期の早期化等の取組を⽀援することにより、⽣産基盤の強化と持続可能
な畜産物⽣産の推進を図っています。 

なお、令和4(2022)年4⽉に施⾏された畜舎特例法1について、令和6(2024)年度において
も、令和5(2023)年度に引き続き事業者等との意⾒交換会を実施し、緩和された構造等の
技術基準により農業者や建築⼠の創意⼯夫で畜舎等の建築費が抑えられるよう、その活⽤
を推進しています。 

 

 
1 正式名称は「畜舎等の建築等及び利⽤の特例に関する法律」 

図表2-4-5 ⿊⽑和種の⼦⽜価格 

資料：独⽴⾏政法⼈農畜産業振興機構「⽉別⾁⽤⼦⽜取引状況表(⿊
⽑和種)」 

注：1) ⽉別の全国平均価格 
2) 令和6(2024)年12⽉〜7(2025)年2⽉の数値は、令和7(2025)

年3⽉末時点の集計値 
 

20

40

60

80

4⽉
令和4年
(2022)

4⽉
5

(2023)

4⽉
6

(2024)

2⽉
7

(2025)

0

〜〜

万円/頭

139

第
2
章

農村白書2025_1-2.indd   139農村白書2025_1-2.indd   139 2025/05/14   16:41:252025/05/14   16:41:25



 

⾷の外部化を背景に、需要は家計消費⽤
から加⼯・業務⽤にシフトしており、今後
もその傾向は継続する⾒込みです。また、
昨今の国際情勢から、輸⼊野菜の価格も上
昇しており、特に需要増加が⾒込まれる冷
凍野菜やカット野菜、総菜原料等を視野に
⼊れ、加⼯・業務⽤の戦略的な国産切替え
の取組を進めていく必要があります。 

このため、加⼯・業務⽤を中⼼とした国
産野菜の⽣産、供給に関わる事業者の経営
安定化等を通じ、国産野菜の活⽤拡⼤を図
る「国産野菜シェア奪還プロジェクト」を
令和6(2024)年4⽉に⽴ち上げるとともに、
同プロジェクトの推進に向け、同年同⽉に
「国産野菜シェア奪還プロジェクト推進協
議会」を設⽴し、⽣産や供給に関わる事業
者が結びついたサプライチェーンの構築を
図るなど、全国各地において国産野菜の周
年安定供給体制を確⽴するための取組の展
開を加速化することとしています。 

さらに、加⼯・業務⽤野菜の国産シェア
奪還に向けた産地リレーによる周年安定供
給体制の構築等のため、加⼯・業務⽤野菜
の新規産地、物流合理化に取り組む産地等
の実需者ニーズに対応した多様な産地の形
成に資する取組等を⽀援することとしてい
ます。 

近年、需要の⾼まりが⾒られるブロッコリーについて、国⺠への安定供給体制の確保に
向け、計画的な⽣産・出荷の推進が必要です。そのため、農林⽔産省では、令和8(2026)
年度からの指定野菜への追加に向け、準備を進めていくこととしています。 

 
((果果樹樹農農業業ににおおけけるる⽣⽣産産基基盤盤強強化化をを推推進進))  

国産果実については、「⾷味が良い」、「機能性が⾼い」等の消費者ニーズに対応した優良
品⽬・品種への転換が進んでいます。他⽅で、⽣産量の減少が消費量の減少を上回る状況
にあること等を背景として、卸売価格は上昇傾向で推移しており、近年では、国内の果実
の産出額は増加傾向にあります。令和5(2023)年における品⽬別の果実産出額は、ぶどう
が2,068億円で最も多く、次いで、みかんが1,733億円、りんごが1,730億円となっています
(図図表表22--44--77)。 

⼀⽅、果樹農業は、整枝・剪定
せんてい

等の⾼度な技術を要する作業や、摘果、収穫等の機械化
の困難な作業が多く、急傾斜地等の条件の厳しい園地が中⼼で機械化が遅れていることや、
収穫等の季節的な労働ピークが存在するため年間を通じた雇⽤が困難で臨時雇⽤等の外部
労働⼒に頼っているなどの果樹特有の課題があります。 

図表2-4-6 指定野菜の加⼯・業務⽤向け出荷量 

資料：農林⽔産者「野菜⽣産出荷統計」を基に作成 
注：1) 出荷量は指定野菜14品⽬のうち、ばれいしょを除いたものの合

計値 
2) 加⼯⽤向けとは、加⼯場⼜は加⼯する⽬的の業者に出荷したも

の及び加⼯されることが明らかなもの(⻑期保存に供する冷凍
⽤を含む。)、業務⽤向けとは、学校給⾷、レストラン等の中⾷・
外⾷業者へ出荷したものをいう。 
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URL：https://www.maff.go.jp/j/seisan/ryutu/ 

engei/kokusan_shea_dakkan.html 

 

証の推進、消費者の理解醸成等に取り組み、持続的な畜産物の⽣産を図ることとしていま
す。 
 
((アアニニママルルウウェェルルフフェェアアにに関関すするる取取組組をを推推進進))  

家畜を快適な環境下で飼養することにより、家畜のストレスや疾病を減らし、家畜の本
来持つ能⼒を発揮させる取組であるアニマルウェルフェアの推進が求められています。 

農林⽔産省では、アニマルウェルフェアに対する相互の理解を深めるため、幅広い関係
者による「アニマルウェルフェアに関する意⾒交換会」を定期的に開催しています。また、
令和5(2023)年7⽉に策定した「アニマルウェルフェアに関する飼養管理指針」の周知やア
ニマルウェルフェアに関する理解醸成に引き続き取
り組むとともに、令和6(2024)年度より、⽣産現場
における取組状況の本格調査を開始しています。今
後はその調査結果を踏まえ、同指針における「実施
が推奨される事項」の達成⽬標年を設定するなど、
同指針の更なる普及・定着を図ることとしています。 

さらに、アニマルウェルフェアに配慮した飼養管
理を重視しつつ、ブランド化に取り組む事例1も⾒ら
れています。 

 
((33))  新新たたなな需需要要にに応応ええるる園園芸芸作作物物等等のの⽣⽣産産体体制制のの強強化化  
((加加⼯⼯・・業業務務⽤⽤野野菜菜のの国国産産切切替替ええをを推推進進))  

家計消費⽤野菜については、ほぼ全量が国産となっており、国内⽣産は⽣鮮野菜を重視
する傾向が⾒られています。⼀⽅、需要量の約6割を占める加⼯・業務⽤野菜は、⾷品製
造事業者等の実需者からの国産需要が多い⼀⽅、国産割合が約7割程度となっており、国
産品の出回らない時期がある品⽬等を中⼼に輸⼊が約3割を占めています。 

令和5(2023)年産の指定野菜2(ばれいしょを除く。)の加⼯・業務⽤向け出荷量は、前年
産に⽐べ0.4%減少し101万3千tとなりました(図図表表22--44--66)。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
1 「農業・農村の活性化を⽬指して-令和6(2024)年度農林⽔産祭天皇杯等受賞者事例紹介-」を参照 
2 野菜⽣産出荷安定法において、消費量が相対的に多い⼜は多くなることが⾒込まれる14品⽬(キャベツ、きゅうり、さといも、だい

こん、たまねぎ、トマト、なす、にんじん、ねぎ、はくさい、ばれいしょ、ピーマン、ほうれんそう、レタス)をいう。産地・⽣産
者は国によって⽰される全国の需要及び供給の⾒通しや需給ガイドラインを参考に、⾃らの販売実績や⾒通しに基づく供給計画を
策定する。 

アアニニママルルウウェェルルフフェェアアにに関関すするる  
飼飼養養管管理理指指針針  

URL：https://www.maff.go.jp/j/chikusan/
sinko/230726.html#guidelines 
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⾷の外部化を背景に、需要は家計消費⽤
から加⼯・業務⽤にシフトしており、今後
もその傾向は継続する⾒込みです。また、
昨今の国際情勢から、輸⼊野菜の価格も上
昇しており、特に需要増加が⾒込まれる冷
凍野菜やカット野菜、総菜原料等を視野に
⼊れ、加⼯・業務⽤の戦略的な国産切替え
の取組を進めていく必要があります。 

このため、加⼯・業務⽤を中⼼とした国
産野菜の⽣産、供給に関わる事業者の経営
安定化等を通じ、国産野菜の活⽤拡⼤を図
る「国産野菜シェア奪還プロジェクト」を
令和6(2024)年4⽉に⽴ち上げるとともに、
同プロジェクトの推進に向け、同年同⽉に
「国産野菜シェア奪還プロジェクト推進協
議会」を設⽴し、⽣産や供給に関わる事業
者が結びついたサプライチェーンの構築を
図るなど、全国各地において国産野菜の周
年安定供給体制を確⽴するための取組の展
開を加速化することとしています。 

さらに、加⼯・業務⽤野菜の国産シェア
奪還に向けた産地リレーによる周年安定供
給体制の構築等のため、加⼯・業務⽤野菜
の新規産地、物流合理化に取り組む産地等
の実需者ニーズに対応した多様な産地の形
成に資する取組等を⽀援することとしてい
ます。 

近年、需要の⾼まりが⾒られるブロッコリーについて、国⺠への安定供給体制の確保に
向け、計画的な⽣産・出荷の推進が必要です。そのため、農林⽔産省では、令和8(2026)
年度からの指定野菜への追加に向け、準備を進めていくこととしています。 

 
((果果樹樹農農業業ににおおけけるる⽣⽣産産基基盤盤強強化化をを推推進進))  

国産果実については、「⾷味が良い」、「機能性が⾼い」等の消費者ニーズに対応した優良
品⽬・品種への転換が進んでいます。他⽅で、⽣産量の減少が消費量の減少を上回る状況
にあること等を背景として、卸売価格は上昇傾向で推移しており、近年では、国内の果実
の産出額は増加傾向にあります。令和5(2023)年における品⽬別の果実産出額は、ぶどう
が2,068億円で最も多く、次いで、みかんが1,733億円、りんごが1,730億円となっています
(図図表表22--44--77)。 

⼀⽅、果樹農業は、整枝・剪定
せんてい

等の⾼度な技術を要する作業や、摘果、収穫等の機械化
の困難な作業が多く、急傾斜地等の条件の厳しい園地が中⼼で機械化が遅れていることや、
収穫等の季節的な労働ピークが存在するため年間を通じた雇⽤が困難で臨時雇⽤等の外部
労働⼒に頼っているなどの果樹特有の課題があります。 

図表2-4-6 指定野菜の加⼯・業務⽤向け出荷量 

資料：農林⽔産者「野菜⽣産出荷統計」を基に作成 
注：1) 出荷量は指定野菜14品⽬のうち、ばれいしょを除いたものの合

計値 
2) 加⼯⽤向けとは、加⼯場⼜は加⼯する⽬的の業者に出荷したも

の及び加⼯されることが明らかなもの(⻑期保存に供する冷凍
⽤を含む。)、業務⽤向けとは、学校給⾷、レストラン等の中⾷・
外⾷業者へ出荷したものをいう。 
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証の推進、消費者の理解醸成等に取り組み、持続的な畜産物の⽣産を図ることとしていま
す。 
 
((アアニニママルルウウェェルルフフェェアアにに関関すするる取取組組をを推推進進))  

家畜を快適な環境下で飼養することにより、家畜のストレスや疾病を減らし、家畜の本
来持つ能⼒を発揮させる取組であるアニマルウェルフェアの推進が求められています。 

農林⽔産省では、アニマルウェルフェアに対する相互の理解を深めるため、幅広い関係
者による「アニマルウェルフェアに関する意⾒交換会」を定期的に開催しています。また、
令和5(2023)年7⽉に策定した「アニマルウェルフェアに関する飼養管理指針」の周知やア
ニマルウェルフェアに関する理解醸成に引き続き取
り組むとともに、令和6(2024)年度より、⽣産現場
における取組状況の本格調査を開始しています。今
後はその調査結果を踏まえ、同指針における「実施
が推奨される事項」の達成⽬標年を設定するなど、
同指針の更なる普及・定着を図ることとしています。 

さらに、アニマルウェルフェアに配慮した飼養管
理を重視しつつ、ブランド化に取り組む事例1も⾒ら
れています。 

 
((33))  新新たたなな需需要要にに応応ええるる園園芸芸作作物物等等のの⽣⽣産産体体制制のの強強化化  
((加加⼯⼯・・業業務務⽤⽤野野菜菜のの国国産産切切替替ええをを推推進進))  

家計消費⽤野菜については、ほぼ全量が国産となっており、国内⽣産は⽣鮮野菜を重視
する傾向が⾒られています。⼀⽅、需要量の約6割を占める加⼯・業務⽤野菜は、⾷品製
造事業者等の実需者からの国産需要が多い⼀⽅、国産割合が約7割程度となっており、国
産品の出回らない時期がある品⽬等を中⼼に輸⼊が約3割を占めています。 

令和5(2023)年産の指定野菜2(ばれいしょを除く。)の加⼯・業務⽤向け出荷量は、前年
産に⽐べ0.4%減少し101万3千tとなりました(図図表表22--44--66)。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
1 「農業・農村の活性化を⽬指して-令和6(2024)年度農林⽔産祭天皇杯等受賞者事例紹介-」を参照 
2 野菜⽣産出荷安定法において、消費量が相対的に多い⼜は多くなることが⾒込まれる14品⽬(キャベツ、きゅうり、さといも、だい

こん、たまねぎ、トマト、なす、にんじん、ねぎ、はくさい、ばれいしょ、ピーマン、ほうれんそう、レタス)をいう。産地・⽣産
者は国によって⽰される全国の需要及び供給の⾒通しや需給ガイドラインを参考に、⾃らの販売実績や⾒通しに基づく供給計画を
策定する。 
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農林⽔産省では、産地・⽣産者と卸売
業者・実需者が結び付いた事前契約や複
数年契約による安定的な取引を推進して
いるほか、都道府県別の販売進捗、在庫・
価格等のきめ細かな情報発信等により需
要に応じた⽣産・販売が進展するよう取
り組んでいます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

((⽶⽶のの指指数数先先物物取取引引がが認認可可さされれ、、令令和和66((22002244))年年88⽉⽉かからら取取引引をを開開始始))  
価格形成の公平性・透明性を確保しつつ、⽶の需給実態を表す価格指標を⽰す現物市場

として、令和5(2023)年10⽉にみらい⽶
こめ

市場
い ち ば

1が創設されました。 
農林⽔産省は、現物取引を補完する観点から、相対取引を始めとする現物取引と併せて

先物取引を活⽤して将来価格を把握することによるリスク抑制について検討してきました。
令和6(2024)年6⽉には、株式会社堂島

どうじま
取引所
とりひきじょ

の⽶の指数先物取引2の本上場申請が認可さ
れ、同年8⽉から取引が開始されました。 

現物取引と先物取引を組み合わせて活⽤することにより、将来の価格変動に対しリスク
抑制を⾏う場合の選択肢が広がることに加え、⽶の将来価格の動向把握が可能となること
から、先を⾒通した経営や需要に応じた⽣産の推進を通じ、⽶の需給と価格の安定に寄与
することが期待されています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
1 公益財団法⼈流通経済研究所等が出資し設⽴したみらい⽶市場株式会社が開設 
2 「主⾷⽤⽶の平均価格」を対象とした先物取引 

図表2-4-8 主⾷⽤⽶の播種前契約の契約数量と 
契約⽐率 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 年間取扱数量500t以上の集出荷業者を対象とした数値 

2) 播種前契約数量は、⽣産年の3⽉末までに締結した事前契約(複数年
契約を含む。)の数量 

3) 播種前契約⽐率は、仕⼊計画数量に占める播種前契約数量の割合 
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このため、農地の集積・集約化と規模
拡⼤が進まず、⽣産者の減少・⾼齢化等
により栽培⾯積が減少するなど⽣産基盤
が 脆 弱

ぜいじゃく
化しており、国内外の需要に応

えきれていない状況にあります。 
果樹の⽣産拡⼤に向けて、農林⽔産省

は、地域計画を活⽤した園地の集積・集
約化や基盤整備、省⼒樹形等の導⼊、ス
マート農業技術・省⼒化品種の開発・導
⼊による労働⽣産性の向上とともに、担
い⼿や労働⼒の確保に向けた取組等を通
じ、果樹農業の⽣産基盤の強化を推進し
ています。さらに、令和6(2024)年度よ
り、スマート農業技術等の導⼊を前提と
した樹園地の環境整備や流通事業者等と
の連携等による、⽣産性を⾶躍的に向上
させるための産地構造の転換に向けた実
証等の取組を新たに⽀援しています。 

 
((44))  ⽶⽶政政策策のの着着実実なな推推進進  
((⽶⽶のの需需要要にに応応じじたた⽣⽣産産をを推推進進))  

⽶については、⽶価が上昇すると⽣産減が進まず、その結果として在庫量が増加して価
格が下がり、⽣産量が減少するというサイクルを繰り返しつつ、中⻑期的には⽣産量も需
要量に合わせて減少しています。 

主⾷⽤⽶の需要量が年間10万t程度減少する中、⽶の⽣産においても、主⾷⽤だけでなく、
⻨や⼤⾖、加⼯・業務⽤野菜といった需要のある作物への転換を進めていく必要がありま
す。 

また、需要のウェイトが⾼まっている業務⽤向けのほか、新たな需要としての⽶粉・新
市場開拓⽤⽶等の需要にきめ細かく対応した⽶⽣産を進める必要があります。 

このため、農林⽔産省では、⽔⽥活⽤の直接⽀払交付⾦等による作付転換への⽀援のほ
か、実需者との結び付きの下、新市場開拓⽤⽶、加⼯⽤⽶、⽶粉⽤⽶の低コスト⽣産等に
取り組む⽣産者の⽀援を実施しています。 

 
((⽶⽶のの事事前前契契約約をを推推進進))  

主⾷⽤⽶の需要量が減少している中、消費者・実需者が求める様々な需要に対応すると
ともに⽶の安定供給を図るためには、豊凶変動や価格変動リスクに対応しつつ、⽣産者が
事前に販売先や販売数量等を⾒通すことが可能となる事前契約の拡⼤を図っていくことが
重要です。 

事前契約のうち、主⾷⽤⽶の播種
は し ゅ

前契約(複数年契約を含む。)の⽐率は、令和6(2024)
年産は31%となっていますが、需要に応じた⽣産・販売の推進を通じて農業経営の安定化
等を図るためには、各産地において安定取引のための取組を更に推進していく必要があり
ます(図図表表22--44--88)。 

図表2-4-7 品⽬別の果実産出額 

資料：農林⽔産省「令和5年⽣産農業所得統計」を基に作成 
注：1) 令和5(2023)年の数値 

2) 都道府県別の品⽬別果実産出額の合計値 
3) 「その他のかんきつ」は、しらぬい(デコポン)、ゆず、ブンタン、

ポンカン、なつみかん、いよかん、はっさく、⽇向夏、清⾒、カ
ボス、きんかん、すだち、たんかん、ネーブルオレンジ、セミノ
ールの産出額の合計値 
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現物取引と先物取引を組み合わせて活⽤することにより、将来の価格変動に対しリスク
抑制を⾏う場合の選択肢が広がることに加え、⽶の将来価格の動向把握が可能となること
から、先を⾒通した経営や需要に応じた⽣産の推進を通じ、⽶の需給と価格の安定に寄与
することが期待されています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
1 公益財団法⼈流通経済研究所等が出資し設⽴したみらい⽶市場株式会社が開設 
2 「主⾷⽤⽶の平均価格」を対象とした先物取引 

図表2-4-8 主⾷⽤⽶の播種前契約の契約数量と 
契約⽐率 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 年間取扱数量500t以上の集出荷業者を対象とした数値 

2) 播種前契約数量は、⽣産年の3⽉末までに締結した事前契約(複数年
契約を含む。)の数量 

3) 播種前契約⽐率は、仕⼊計画数量に占める播種前契約数量の割合 
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このため、農地の集積・集約化と規模
拡⼤が進まず、⽣産者の減少・⾼齢化等
により栽培⾯積が減少するなど⽣産基盤
が 脆 弱

ぜいじゃく
化しており、国内外の需要に応

えきれていない状況にあります。 
果樹の⽣産拡⼤に向けて、農林⽔産省

は、地域計画を活⽤した園地の集積・集
約化や基盤整備、省⼒樹形等の導⼊、ス
マート農業技術・省⼒化品種の開発・導
⼊による労働⽣産性の向上とともに、担
い⼿や労働⼒の確保に向けた取組等を通
じ、果樹農業の⽣産基盤の強化を推進し
ています。さらに、令和6(2024)年度よ
り、スマート農業技術等の導⼊を前提と
した樹園地の環境整備や流通事業者等と
の連携等による、⽣産性を⾶躍的に向上
させるための産地構造の転換に向けた実
証等の取組を新たに⽀援しています。 

 
((44))  ⽶⽶政政策策のの着着実実なな推推進進  
((⽶⽶のの需需要要にに応応じじたた⽣⽣産産をを推推進進))  

⽶については、⽶価が上昇すると⽣産減が進まず、その結果として在庫量が増加して価
格が下がり、⽣産量が減少するというサイクルを繰り返しつつ、中⻑期的には⽣産量も需
要量に合わせて減少しています。 

主⾷⽤⽶の需要量が年間10万t程度減少する中、⽶の⽣産においても、主⾷⽤だけでなく、
⻨や⼤⾖、加⼯・業務⽤野菜といった需要のある作物への転換を進めていく必要がありま
す。 

また、需要のウェイトが⾼まっている業務⽤向けのほか、新たな需要としての⽶粉・新
市場開拓⽤⽶等の需要にきめ細かく対応した⽶⽣産を進める必要があります。 

このため、農林⽔産省では、⽔⽥活⽤の直接⽀払交付⾦等による作付転換への⽀援のほ
か、実需者との結び付きの下、新市場開拓⽤⽶、加⼯⽤⽶、⽶粉⽤⽶の低コスト⽣産等に
取り組む⽣産者の⽀援を実施しています。 

 
((⽶⽶のの事事前前契契約約をを推推進進))  

主⾷⽤⽶の需要量が減少している中、消費者・実需者が求める様々な需要に対応すると
ともに⽶の安定供給を図るためには、豊凶変動や価格変動リスクに対応しつつ、⽣産者が
事前に販売先や販売数量等を⾒通すことが可能となる事前契約の拡⼤を図っていくことが
重要です。 

事前契約のうち、主⾷⽤⽶の播種
は し ゅ

前契約(複数年契約を含む。)の⽐率は、令和6(2024)
年産は31%となっていますが、需要に応じた⽣産・販売の推進を通じて農業経営の安定化
等を図るためには、各産地において安定取引のための取組を更に推進していく必要があり
ます(図図表表22--44--88)。 

図表2-4-7 品⽬別の果実産出額 

資料：農林⽔産省「令和5年⽣産農業所得統計」を基に作成 
注：1) 令和5(2023)年の数値 

2) 都道府県別の品⽬別果実産出額の合計値 
3) 「その他のかんきつ」は、しらぬい(デコポン)、ゆず、ブンタン、

ポンカン、なつみかん、いよかん、はっさく、⽇向夏、清⾒、カ
ボス、きんかん、すだち、たんかん、ネーブルオレンジ、セミノ
ールの産出額の合計値 

 

ぶどう
2,068億円
(21.6%)

みかん
1,733億円
(18.1%)

りんご
1,730億円
(18.0%)

⽇本なし
716億円
(7.5%)

もも
673億円(7.0%)

その他のかんきつ
586億円(6.1%)

おうとう
476億円(5.0%)

かき
464億円(4.8%)

うめ
234億円
(2.4%) その他

910億円
(9.5%)

果実産出額
9,590億円

(100%)
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⽶⽶のの収収穫穫量量及及びび集集荷荷数数量量  

資料：農林⽔産省「作物統計」、「⽶穀の取引に関する報告」を基
に作成 

注：1) 収穫量は「作物統計」、集荷数量は「⽶穀の取引に関す
る報告」の数値 

2) 集荷数量は、年間の⽞⽶仕⼊数量が5千t以上の集荷業
者等を対象とした当該年産の出回りから12⽉までの累
計数量 

政政府府備備蓄蓄⽶⽶のの引引渡渡ししのの様様⼦⼦  
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主⾷⽤⽶の需給は、令和5(2023)年産⽶の需要が堅調に推移していました。 
その中で、新⽶が出回る前の、令和6(2024)年8⽉の端境期において、南海

なんかい
トラフ地震臨時情報が発

表され、また、同時期に地震や台⾵等もあり、スーパーでの⽶の購買量が前年の約1.5倍まで増加した
ことから、⼩売店等において、⽶の品薄状況が発⽣しました。 

このため、農林⽔産省では、⽶の集荷業者・卸売業者の⽅々に対して⽶の円滑な流通の確保に向け
た対応の要請などを⾏うとともに、同年9⽉から新⽶が本格的に供給されることから、新⽶の集荷量や、
販売量の週次調査等の情報発信を⾏いました。 

⽶の⽣産コストについては、近年、令和2(2020)年に⽐べ肥料費が4割増加するなどにより、上昇が
続いていました。こうしたコストの上昇に加え、流通状況を踏まえた集荷の動きなどにより、農家に
⽀払われる概算⾦が4〜5割上昇し、令和6(2024)年産⽶の令和7(2025)年2⽉までの相対取引価格も前年
産に⽐べ59.2%上昇しています。 

また、⽶の流通については、令和6(2024)年産⽶の収穫量は、前年産より18万t増加しましたが、⼤
⼿の集荷業者の集荷量は、前年と⽐べて⼤きく減少(同年12⽉時点で21万t減少)する状況となりまし
た。このため、⼤⼿の集荷業者と取引をしていた卸売業者や中⾷・外⾷・⼩売事業者は、必要な量を
調達するため、例年とは異なる調達ルートからも補完的に⽐較的⾼値で仕⼊れざるを得なくなるとい
う状況となり、スーパー等の⼩売店での価格上昇につながりました。 

こうした⽶の流通の滞りを解消するため、令和7 
(2025)年1⽉に、「⽶穀の需給及び価格の安定に関す 
る基本指針」において、⽶の円滑な流通に⽀障が⽣ 
じる場合であって、農林⽔産⼤⾂が必要と認めると 
きは、政府備蓄⽶の売渡しを⼀定期間後に買い戻す 
ことを条件に⾏うことができる仕組みを設けました。 

その後、同年2⽉に今回設けた規定に基づき、集 
荷業者の集荷の減少分に相当する21万tの政府備蓄⽶ 
の売渡しを決定し、同年3⽉に2回の⼊札を実施しま 
した。このうち、14万t分については3⽉中旬に引渡 
しが開始され、同年3⽉下旬時点で店頭に並び始め、 
残る7万tは4⽉中旬から引渡しされる予定です。 

また、政府備蓄⽶の売渡しと併せて、令和7(2025) 
年1⽉末時点の⽣産者や⼩規模な集荷業者、卸売業者 
等の在庫数量や、⽣産者の出荷の状況等の調査を実 
施しました。調査結果では、まず、調査対象となっ 
た⽣産者の収穫量が、前年産よりも増加したこと、 
⽣産者の出荷量は前年より14万t増加したこと、⽣産 
者から集荷業者への出荷量が前年に⽐べて31万t減少 
する⼀⽅、⽣産者の直接販売や集荷業者以外への販売 
等が前年に⽐べて44万t増加したこと、⽣産者、卸売 
業者、中⾷・外⾷・⼩売業者等の各段階で在庫が増加 
したこと等が明らかになりました。 

さらに、第3回として10万t分の⼊札を4⽉に⾏うと 
ともに、夏まで毎⽉、政府備蓄⽶の売渡しを⾏うこと 
としています。  

((ココララムム))  令令和和66((22002244))年年夏夏のの⽶⽶のの品品薄薄とと⽶⽶のの円円滑滑なな流流通通のの確確保保ののたためめのの対対応応  

 

((令令和和66((22002244))年年産産⽶⽶ににおおいいててもも引引きき続続きき需需要要にに応応じじたた⽣⽣産産をを推推進進))  
需要に応じた⽣産が⾏われた結果、令和6(2024)年産の主⾷⽤⽶の作付⾯積は、前年産

に⽐べ1万7千ha増加し125万9千haとなりました(図図表表22--44--99)。 
 

 
 
⽔⽥活⽤の直接⽀払交付⾦を活⽤した⽔⽥における主⾷⽤⽶以外の作物への作付転換は、

近年、飼料⽤⽶を始めとする主⾷⽤⽶以外の⽶を中⼼に増加していますが、主⾷⽤⽶以外
の⽶については、主⾷⽤⽶の価格動向によっては主⾷⽤⽶の作付けに回帰しやすい性格を
有しています。このため、主⾷⽤⽶の価格動向に左右されずに、当該品⽬の作付けを定着・
拡⼤させていく産地づくりや流通・販売等の体制づくりが重要になっています。 

また、農林⽔産省では、⾷料⾃給率・⾃給⼒の向上に資する⻨、⼤⾖、⽶粉⽤⽶等の戦
略作物の本作化とともに、地域の特⾊を活かした魅⼒的な産地づくり、産地と実需者との
連携に基づいた低コスト⽣産の取組、畑地化による⾼収益作物等の定着等を⽀援すること
としています。 

今後の⽔⽥政策については、令和9(2027)年度から根本的に⾒直す検討を本格的に開始
しました。 
 
 
 
 
 

図表2-4-9 ⽔⽥における作付状況 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 主⾷⽤⽶の作付⾯積は、農林⽔産省「耕地及び作付⾯積統計」 

2) 「その他」は、⽶粉⽤⽶、新市場開拓⽤⽶、飼料作物、そば、なたね等の⾯積 
3) 加⼯⽤⽶、飼料⽤⽶、WCS⽤稲、⽶粉⽤⽶、新市場開拓⽤⽶は、取組計画の認定⾯積  
4) ⻨、⼤⾖、飼料作物、そば、なたねは、地⽅農政局等が都道府県農業再⽣協議会等に聞き取った⾯積(基幹作のみ) 
5) 備蓄⽶は、地域農業再⽣協議会が把握した⾯積 
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に作成 

注：1) 収穫量は「作物統計」、集荷数量は「⽶穀の取引に関す
る報告」の数値 

2) 集荷数量は、年間の⽞⽶仕⼊数量が5千t以上の集荷業
者等を対象とした当該年産の出回りから12⽉までの累
計数量 

政政府府備備蓄蓄⽶⽶のの引引渡渡ししのの様様⼦⼦  

273.3 269.6 249.5 236.3 215.7

722.6 700.7 670.1 661.0 679.2

0

200

400

600

800

令和2年産
(2020)

3
(2021)

4
(2022)

5
(2023)

6
(2024)

集荷数量
万t

収穫量

 
主⾷⽤⽶の需給は、令和5(2023)年産⽶の需要が堅調に推移していました。 
その中で、新⽶が出回る前の、令和6(2024)年8⽉の端境期において、南海
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トラフ地震臨時情報が発

表され、また、同時期に地震や台⾵等もあり、スーパーでの⽶の購買量が前年の約1.5倍まで増加した
ことから、⼩売店等において、⽶の品薄状況が発⽣しました。 
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た対応の要請などを⾏うとともに、同年9⽉から新⽶が本格的に供給されることから、新⽶の集荷量や、
販売量の週次調査等の情報発信を⾏いました。 

⽶の⽣産コストについては、近年、令和2(2020)年に⽐べ肥料費が4割増加するなどにより、上昇が
続いていました。こうしたコストの上昇に加え、流通状況を踏まえた集荷の動きなどにより、農家に
⽀払われる概算⾦が4〜5割上昇し、令和6(2024)年産⽶の令和7(2025)年2⽉までの相対取引価格も前年
産に⽐べ59.2%上昇しています。 

また、⽶の流通については、令和6(2024)年産⽶の収穫量は、前年産より18万t増加しましたが、⼤
⼿の集荷業者の集荷量は、前年と⽐べて⼤きく減少(同年12⽉時点で21万t減少)する状況となりまし
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調達するため、例年とは異なる調達ルートからも補完的に⽐較的⾼値で仕⼊れざるを得なくなるとい
う状況となり、スーパー等の⼩売店での価格上昇につながりました。 
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る基本指針」において、⽶の円滑な流通に⽀障が⽣ 
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きは、政府備蓄⽶の売渡しを⼀定期間後に買い戻す 
ことを条件に⾏うことができる仕組みを設けました。 

その後、同年2⽉に今回設けた規定に基づき、集 
荷業者の集荷の減少分に相当する21万tの政府備蓄⽶ 
の売渡しを決定し、同年3⽉に2回の⼊札を実施しま 
した。このうち、14万t分については3⽉中旬に引渡 
しが開始され、同年3⽉下旬時点で店頭に並び始め、 
残る7万tは4⽉中旬から引渡しされる予定です。 
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等の在庫数量や、⽣産者の出荷の状況等の調査を実 
施しました。調査結果では、まず、調査対象となっ 
た⽣産者の収穫量が、前年産よりも増加したこと、 
⽣産者の出荷量は前年より14万t増加したこと、⽣産 
者から集荷業者への出荷量が前年に⽐べて31万t減少 
する⼀⽅、⽣産者の直接販売や集荷業者以外への販売 
等が前年に⽐べて44万t増加したこと、⽣産者、卸売 
業者、中⾷・外⾷・⼩売業者等の各段階で在庫が増加 
したこと等が明らかになりました。 

さらに、第3回として10万t分の⼊札を4⽉に⾏うと 
ともに、夏まで毎⽉、政府備蓄⽶の売渡しを⾏うこと 
としています。  

((ココララムム))  令令和和66((22002244))年年夏夏のの⽶⽶のの品品薄薄とと⽶⽶のの円円滑滑なな流流通通のの確確保保ののたためめのの対対応応  
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今後の⽔⽥政策については、令和9(2027)年度から根本的に⾒直す検討を本格的に開始
しました。 
 
 
 
 
 

図表2-4-9 ⽔⽥における作付状況 

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 主⾷⽤⽶の作付⾯積は、農林⽔産省「耕地及び作付⾯積統計」 

2) 「その他」は、⽶粉⽤⽶、新市場開拓⽤⽶、飼料作物、そば、なたね等の⾯積 
3) 加⼯⽤⽶、飼料⽤⽶、WCS⽤稲、⽶粉⽤⽶、新市場開拓⽤⽶は、取組計画の認定⾯積  
4) ⻨、⼤⾖、飼料作物、そば、なたねは、地⽅農政局等が都道府県農業再⽣協議会等に聞き取った⾯積(基幹作のみ) 
5) 備蓄⽶は、地域農業再⽣協議会が把握した⾯積 
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((⽶⽶のの⽣⽣産産ココスストト低低減減にに向向けけたた取取組組をを推推進進))  
業務⽤や輸出⽤、パックご飯需要等の

様々な需要に対応する上で、⽶の⽣産コス
トを⼤幅に低減していく必要があります。
⽶の⽣産コストについては、認定農業者の
いる15ha以上の個別経営体の⽣産コスト
で⾒ると、令和5(2023)年産は肥料費等が
⾼騰したことから、前年産に⽐べ543円
/60kg増加し11,350円/60kgとなっていま
す(図図表表22--44--1100)。 

農林⽔産省では、⽶の⽣産コスト削減に
向けて、農地の集積・集約化、⼤区画化を
加速化するとともに、⼤規模経営に適合し
た 直 播

ちょくはん
栽培やスマート農業技術等の省⼒

栽培技術・多収品種の開発・導⼊を進め、
農業⽣産資材費の低減を推進しています。 

 
 
 
 

((ググルルテテンンフフリリーー市市場場もも踏踏ままええたた⽶⽶粉粉等等のの利利⽤⽤拡拡⼤⼤がが重重要要))  
異常気象等による⾷料の安定供給をめぐるリスクが顕在化する中、国内で⾃給可能な穀

物である⽶を原料とした⽶粉の活⽤は重要な課題となっています。 
また、⼩⻨粉に由来するアレルギーに対応するグルテンフリー⾷品としても、⽶粉や⽶

粉製品の利⽤拡⼤を進めていくことが重要です。 
農林⽔産省では、⽶粉の需要拡⼤や需要に応じた⽣産を図るため、⽣産段階では⽤途ご

とに適した⽶粉専⽤品種の開発・⽣産拡⼤、製粉段階では製造に適した製粉施設の導⼊、
流通・消費段階では⽶粉の特徴を活かした新商品開発やパン・麺類等の製造機械・設備の
導⼊等を後押しすることにより、川上から川下まで総合的な取組を進めています。 

 
((55))  ⻨⻨・・⼤⼤⾖⾖のの需需要要にに応応じじたた⽣⽣産産のの更更ななるる拡拡⼤⼤  
((畑畑作作物物のの本本作作化化をを推推進進))  

需要に応じた⽣産が進められる中、令和5(2023)年産には約3万ha、令和6(2024)年産に
は約1万8千haの⽔⽥で畑地化促進事業が採択されました。農林⽔産省では、畑作物の本作
化をより⼀層推進するため、畑作物の定着までの⼀定期間を⽀援する畑地化促進事業、低
コスト⽣産等の技術導⼊や畑作物の導⼊・定着に向けた取組を⽀援する畑作物産地形成促
進事業を引き続き措置しています。 

 
((国国産産⼩⼩⻨⻨のの需需要要にに対対応応すするるたためめ、、安安定定ししたた⽣⽣産産供供給給体体制制のの構構築築・・強強化化がが必必要要))  

我が国における⼩⻨の需要は、輸⼊が8割以上を占めている⼀⽅、⽣産量については、
収穫期における降⾬等の天候の影響を受けやすいことに起因して単収の年次変動が⼤きく、
量の観点から需要と供給に差が⽣じています。 

図表2-4-10 個別経営体における⽶⽣産コスト 

資料：農林⽔産省「農産物⽣産費(個別経営)」、「令和4年産農産物⽣産費(個
別経営体)」(組替集計)、「令和5年産農産物⽣産費(個別経営体)」(組
替集計) 

注：令和4(2022)・5(2023)年産は、経営耕地⾯積50ha以上かつ10a当た
り資本利⼦・地代全額算⼊⽣産費に対する「賃借料及び料⾦」の割
合が50%以上の経営体を除いた個別経営体の数値 
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((⽔⽔⽥⽥のの汎汎⽤⽤化化・・畑畑地地化化等等にによよるる⽔⽔⽥⽥農農業業のの⾼⾼収収益益化化をを推推進進))  

主⾷⽤⽶の需要量が毎年減少傾向にある中、⽔⽥農業の⾼収益化を図っていくためには、
野菜や果樹等の⾼収益作物を適切に組み合わせて経営を⾏っていくことが重要です。 

農林⽔産省では、⾼収益作物の導⼊・定着を図るため、⽔⽥農業⾼収益化推進計画に基
づき、国のみならず地⽅公共団体等の関係部局が連携し、⽔⽥における⾼収益作物への転
換、⽔⽥の汎⽤化・畑地化に向けた農業⽣産基盤整備、栽培技術や機械・施設の導⼊、販
路確保等の取組を計画的かつ⼀体的に⽀援しています。⽔⽥農業における⾼収益作物等の
産地については、令和6(2024)年12⽉末時点では538産地まで増加しています。 

 

 

畑畑地地化化ししたた圃圃場場ででのの収収穫穫作作業業  
資料：株式会社れんこん三兄弟 

((11))  産産地地ととししててのの規規模模拡拡⼤⼤をを⽬⽬指指しし、、⽔⽔⽥⽥かからられれんんここんん畑畑にに転転換換  
茨城県稲敷

いなしき
市

し
は、低湿地帯の農地が多く、販売先も安定しており、

れんこんの⾯積当たりの収益性は⾼くなっています。 
同市では、産地としての更なる規模拡⼤や収量向上を⽬指し、令

和2(2020)年6⽉に同県が策定した⽔⽥農業⾼収益化推進計画に基
づき、県や市の地域農業再⽣協議会、稲敷市

い な し き し
東地区
あ ず ま ち く

れんこん⽣産者
せいさんしゃ

団体
だんたい

等が連携して⽔⽥におけるれんこんの導⼊・定着に取り組んで
います。 

 
((22))  積積極極的的なな販販路路開開拓拓とと⽣⽣産産⾯⾯積積のの拡拡⼤⼤をを推推進進  

同市でれんこんを⽣産・販売する株式会社れんこん三
さん

兄 弟
きょうだい

は、
積極的に販路開拓を⾏い、約300店舗の⼩売店や飲⾷店等と直接取
引をしています。また、販路開拓とともに⽣産⾯積の拡⼤に取り組
み、離農者から借り受けた⽔⽥等の畦

あぜ
の⾼さや作⼟深の調整、畦シ

ートや防⿃ネット等を設置し、れんこん⽣産に適した圃場
ほじょう

整備を⾏
っています。さらに、収穫⽤の機械や洗浄機等を導⼊し、作業を効
率化しています。 

同社の圃場や施設の整備に関しては、同計画に基づく、畑地化の
取組の⽀援やれんこんの導⼊・定着に応じた⽀援等が⾏われてお
り、地域における⾼収益作物の⽣産拡⼤に貢献しています。 

 
((33))  ⾼⾼収収益益化化にに向向けけ、、産産地地でで⼀⼀体体ととななりり収収量量向向上上やや規規模模拡拡⼤⼤をを推推進進  

このような取組の結果、同社の令和5(2023)年の作付⾯積は令和元(2019)年の約1.6倍の約26haに、令
和5(2023)年の販売額は令和元(2019)年の約1.8倍の約1億7千万円となり、規模を拡⼤しています。 

同社では、同計画に基づき、産地⼀体で⽣産基盤の強化や収量向上、規模拡⼤を図るとともに、需要
拡⼤に向けたレシピ開発や出荷場の新設等に取り組み、今後も消費者が⾷べたいと思うれんこんの⽣産
を⽬指していくこととしています。 

((事事例例))  ⽔⽔⽥⽥農農業業⾼⾼収収益益化化推推進進計計画画にによよりり、、収収益益やや作作業業効効率率のの向向上上をを実実現現((茨茨城城県県))  

⽶⽶のの流流通通状状況況等等ににつついいてて  
URL：https://www.maff.go.jp/j/syouan/keikaku/ 

soukatu/r6_kome_ryutu.html 
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((⽶⽶のの⽣⽣産産ココスストト低低減減にに向向けけたた取取組組をを推推進進))  
業務⽤や輸出⽤、パックご飯需要等の

様々な需要に対応する上で、⽶の⽣産コス
トを⼤幅に低減していく必要があります。
⽶の⽣産コストについては、認定農業者の
いる15ha以上の個別経営体の⽣産コスト
で⾒ると、令和5(2023)年産は肥料費等が
⾼騰したことから、前年産に⽐べ543円
/60kg増加し11,350円/60kgとなっていま
す(図図表表22--44--1100)。 

農林⽔産省では、⽶の⽣産コスト削減に
向けて、農地の集積・集約化、⼤区画化を
加速化するとともに、⼤規模経営に適合し
た 直 播

ちょくはん
栽培やスマート農業技術等の省⼒

栽培技術・多収品種の開発・導⼊を進め、
農業⽣産資材費の低減を推進しています。 

 
 
 
 

((ググルルテテンンフフリリーー市市場場もも踏踏ままええたた⽶⽶粉粉等等のの利利⽤⽤拡拡⼤⼤がが重重要要))  
異常気象等による⾷料の安定供給をめぐるリスクが顕在化する中、国内で⾃給可能な穀

物である⽶を原料とした⽶粉の活⽤は重要な課題となっています。 
また、⼩⻨粉に由来するアレルギーに対応するグルテンフリー⾷品としても、⽶粉や⽶

粉製品の利⽤拡⼤を進めていくことが重要です。 
農林⽔産省では、⽶粉の需要拡⼤や需要に応じた⽣産を図るため、⽣産段階では⽤途ご

とに適した⽶粉専⽤品種の開発・⽣産拡⼤、製粉段階では製造に適した製粉施設の導⼊、
流通・消費段階では⽶粉の特徴を活かした新商品開発やパン・麺類等の製造機械・設備の
導⼊等を後押しすることにより、川上から川下まで総合的な取組を進めています。 

 
((55))  ⻨⻨・・⼤⼤⾖⾖のの需需要要にに応応じじたた⽣⽣産産のの更更ななるる拡拡⼤⼤  
((畑畑作作物物のの本本作作化化をを推推進進))  

需要に応じた⽣産が進められる中、令和5(2023)年産には約3万ha、令和6(2024)年産に
は約1万8千haの⽔⽥で畑地化促進事業が採択されました。農林⽔産省では、畑作物の本作
化をより⼀層推進するため、畑作物の定着までの⼀定期間を⽀援する畑地化促進事業、低
コスト⽣産等の技術導⼊や畑作物の導⼊・定着に向けた取組を⽀援する畑作物産地形成促
進事業を引き続き措置しています。 

 
((国国産産⼩⼩⻨⻨のの需需要要にに対対応応すするるたためめ、、安安定定ししたた⽣⽣産産供供給給体体制制のの構構築築・・強強化化がが必必要要))  

我が国における⼩⻨の需要は、輸⼊が8割以上を占めている⼀⽅、⽣産量については、
収穫期における降⾬等の天候の影響を受けやすいことに起因して単収の年次変動が⼤きく、
量の観点から需要と供給に差が⽣じています。 

図表2-4-10 個別経営体における⽶⽣産コスト 

資料：農林⽔産省「農産物⽣産費(個別経営)」、「令和4年産農産物⽣産費(個
別経営体)」(組替集計)、「令和5年産農産物⽣産費(個別経営体)」(組
替集計) 

注：令和4(2022)・5(2023)年産は、経営耕地⾯積50ha以上かつ10a当た
り資本利⼦・地代全額算⼊⽣産費に対する「賃借料及び料⾦」の割
合が50%以上の経営体を除いた個別経営体の数値 
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作付規模15ha以上の個別経営体
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((⽔⽔⽥⽥のの汎汎⽤⽤化化・・畑畑地地化化等等にによよるる⽔⽔⽥⽥農農業業のの⾼⾼収収益益化化をを推推進進))  

主⾷⽤⽶の需要量が毎年減少傾向にある中、⽔⽥農業の⾼収益化を図っていくためには、
野菜や果樹等の⾼収益作物を適切に組み合わせて経営を⾏っていくことが重要です。 

農林⽔産省では、⾼収益作物の導⼊・定着を図るため、⽔⽥農業⾼収益化推進計画に基
づき、国のみならず地⽅公共団体等の関係部局が連携し、⽔⽥における⾼収益作物への転
換、⽔⽥の汎⽤化・畑地化に向けた農業⽣産基盤整備、栽培技術や機械・施設の導⼊、販
路確保等の取組を計画的かつ⼀体的に⽀援しています。⽔⽥農業における⾼収益作物等の
産地については、令和6(2024)年12⽉末時点では538産地まで増加しています。 

 

 

畑畑地地化化ししたた圃圃場場ででのの収収穫穫作作業業  
資料：株式会社れんこん三兄弟 

((11))  産産地地ととししててのの規規模模拡拡⼤⼤をを⽬⽬指指しし、、⽔⽔⽥⽥かからられれんんここんん畑畑にに転転換換  
茨城県稲敷

いなしき
市

し
は、低湿地帯の農地が多く、販売先も安定しており、

れんこんの⾯積当たりの収益性は⾼くなっています。 
同市では、産地としての更なる規模拡⼤や収量向上を⽬指し、令

和2(2020)年6⽉に同県が策定した⽔⽥農業⾼収益化推進計画に基
づき、県や市の地域農業再⽣協議会、稲敷市

い な し き し
東地区
あ ず ま ち く

れんこん⽣産者
せいさんしゃ

団体
だんたい

等が連携して⽔⽥におけるれんこんの導⼊・定着に取り組んで
います。 

 
((22))  積積極極的的なな販販路路開開拓拓とと⽣⽣産産⾯⾯積積のの拡拡⼤⼤をを推推進進  

同市でれんこんを⽣産・販売する株式会社れんこん三
さん

兄 弟
きょうだい

は、
積極的に販路開拓を⾏い、約300店舗の⼩売店や飲⾷店等と直接取
引をしています。また、販路開拓とともに⽣産⾯積の拡⼤に取り組
み、離農者から借り受けた⽔⽥等の畦

あぜ
の⾼さや作⼟深の調整、畦シ

ートや防⿃ネット等を設置し、れんこん⽣産に適した圃場
ほじょう

整備を⾏
っています。さらに、収穫⽤の機械や洗浄機等を導⼊し、作業を効
率化しています。 

同社の圃場や施設の整備に関しては、同計画に基づく、畑地化の
取組の⽀援やれんこんの導⼊・定着に応じた⽀援等が⾏われてお
り、地域における⾼収益作物の⽣産拡⼤に貢献しています。 

 
((33))  ⾼⾼収収益益化化にに向向けけ、、産産地地でで⼀⼀体体ととななりり収収量量向向上上やや規規模模拡拡⼤⼤をを推推進進  

このような取組の結果、同社の令和5(2023)年の作付⾯積は令和元(2019)年の約1.6倍の約26haに、令
和5(2023)年の販売額は令和元(2019)年の約1.8倍の約1億7千万円となり、規模を拡⼤しています。 

同社では、同計画に基づき、産地⼀体で⽣産基盤の強化や収量向上、規模拡⼤を図るとともに、需要
拡⼤に向けたレシピ開発や出荷場の新設等に取り組み、今後も消費者が⾷べたいと思うれんこんの⽣産
を⽬指していくこととしています。 

((事事例例))  ⽔⽔⽥⽥農農業業⾼⾼収収益益化化推推進進計計画画にによよりり、、収収益益やや作作業業効効率率のの向向上上をを実実現現((茨茨城城県県))  

⽶⽶のの流流通通状状況況等等ににつついいてて  
URL：https://www.maff.go.jp/j/syouan/keikaku/ 

soukatu/r6_kome_ryutu.html 
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指導等を⾏っています。このような中、農林⽔産省では、国際⽔準GAPの推進⽅策を受け、
都道府県GAPを存続する都道府県に対し、令和6(2024)年度末を⽬途として、都道府県GAP
を国際⽔準に引き上げるよう求めています。 

我が国では、主にGLOBALG.A.P.1、ASIAGAP2、JGAP3の3種類のGAP認証が普及して
います。令和5(2023)年度のGAP認証取得経営体数は、7,738経営体と、近年はおおむね横
ばいで推移しています(図図表表22--44--1111)。 

令和7(2025)年に開催される2025年⽇本
にっぽん

国際
こくさい

博覧会
はくらんかい

(以下「⼤阪
おおさか

・関⻄
かんさい

万博
ばんぱく

」という。)
や令和8(2026)年の愛知

あ い ち
・名古屋

な ご や
 2026 アジア競技

きょうぎ
⼤会
たいかい

4、令和9(2027)年の国際
こくさい

園芸
えんげい

博覧会
はくらんかい

5の持続可能性に配慮した農産物の調達基準において、GAP認証農産物や国際⽔準GAPガ
イドラインに準拠したGAPに基づき⽣産された農産物が、調達基準の要件への適合度が⾼
い農産物として位置付けられました。農林⽔産省では、これらの国際的なイベントの開催
を契機として、国際⽔準GAPの取組を更に推進していくこととしています。 

 
((77))  効効果果的的なな農農作作業業安安全全対対策策のの展展開開  
((農農作作業業中中のの事事故故にによよるる死死亡亡者者数数はは、、農農業業機機械械作作業業にに係係るる事事故故がが約約66割割))  

令和5(2023)年には、就業者10万⼈当たり
の死亡事故者数が11.6⼈と増加傾向にありま
す。農作業中の事故による死亡者数について
は、令和5(2023)年は236⼈となりました。要
因別に⾒ると、農業機械作業に係るものが
147⼈(62.3%)で最も多くなっており、このう
ち 乗 ⽤ 型 ト ラ ク タ ー に 係 る も の が 61 ⼈
(25.8%)と最多となっています(図図表表22--44--1122)。 

死亡事故要因の6〜7割が農業機械作業と
なっている状態が続いていることに加え、熱
中症等の機械事故以外の死亡者数も減少して
いない現状を踏まえ、農作業事故死亡者数を
令和4(2022)年の238⼈から令和8(2026)年ま
でに半減(119⼈)することを新たな⽬標とし
ました。 

この実現に向け、農林⽔産省では、令和3(2021)年に取りまとめた「農作業安全対策の
強化に向けて(中間とりまとめ)」に基づく対応を引き続き進めていくこととしています。
このうち農作業環境の安全対策については、農研機構が農業機械メーカーからの依頼に基
づいて農業機械の安全性を確認する安全性検査制度を⾒直し、新たな検査制度・検査基準
による運⽤を開始できるよう、より安全な農業機械の普及促進に向けた取組を進めました。 

また、農業者の安全意識の向上については、農業者が正しい安全知識を習得できるよう、
「農作業安全研修実施強化期間」等を設定し、農作業安全に関する指導者が中⼼となり、

 
1 ドイツのFoodPLUS GmbHが策定した第三者認証のGAP 
2 ⼀般財団法⼈⽇本GAP協会が策定した第三者認証のGAP。対象は⻘果物、穀物、茶 
3 ⼀般財団法⼈⽇本GAP協会が策定した第三者認証のGAP。対象は⻘果物、穀物、茶、家畜・畜産物 
4 正式名称は「第20回アジア競技⼤会(2026/愛知・名古屋)」 
5 正式名称は「２０２７年国際園芸博覧会」 

図表2-4-12 農作業中の死亡事故発⽣状況 

資料：農林⽔産省「令和5年に発⽣した農作業死亡事故の概要」を
基に作成 

注：令和5(2023)年の数値 

乗⽤型トラクター
61⼈

(25.8%)

歩⾏型トラクター
9⼈(3.8%)

農⽤運搬⾞
12⼈(5.1%)

⾃脱型コンバイン
13⼈(5.5%)

その他
52⼈

(22.0%)

熱中症
37⼈

(15.7%)

その他
46⼈

(19.5%)

農業機械作業
147⼈

(62.3%)

農業⽤
施設作業
6⼈(2.5%)

農業機械・施
設以外の作業

83⼈
(35.2%)

農作業死亡
事故者数

236⼈
(100%)

 

また、品質については外国産と⽐べ遜⾊がない程度まで向上している品種も増えていま
すが、⽣産年や⽣産地によって品質の振れ幅が⼤きく、安定化が課題となっています。 

国産⼩⻨の実需者の需要に対応するためには、需要の⾼い品種の導⼊や効果的な営農技
術の導⼊、ストック機能の強化等による、品質・供給量の安定化に向けた対策を総合的に
進めることが重要です。 

農林⽔産省では、国産⼩⻨の⽣産拡⼤に向け、排⽔対策等の営農技術の導⼊、⼤区画化
や汎⽤化等の基盤整備、多収品種の開発・普及、スマート農業技術等を活⽤した効率的な
栽培体系による適期作業等を推進しています。 

 
((国国産産⼤⼤⾖⾖のの需需要要拡拡⼤⼤にに向向けけ、、安安定定ししたた⽣⽣産産供供給給体体制制のの構構築築・・強強化化がが必必要要))  

⾷⽤⼤⾖の需要⾒込みは増加しており、国産⼤⾖の需要も堅調に推移する⾒込みである
⼀⽅、国内⽣産量はほぼ横ばいであり、また、主な⽔⽥地帯において⽣産性も低下傾向に
あるなど、⽣産体制の抜本的な強化が必要となっています。 

また、国産⼤⾖の更なるシェア拡⼤に向け、⽤途に応じて⼤⾖に求められる品質が違う
ことに加え、均等化、⼤ロット化といった⾷品製造事業者の⽬線に⽴った、⾷品加⼯原料
としての安定化を図ることや⽣産量を安定させ、安⼼して使えるように確実に供給できる
ようにすることが必要です。 

農林⽔産省では、国産原料を使⽤した⼤⾖製品の需要拡⼤に向け、実需者の求める安定
した⽣産量・品質・価格といったニーズに応えるため、極多収品種の普及推進と更なる開
発の加速化、集約化やブロックローテーションの導⼊、畑地化等を推進しています。 

 
((66))  GGAAPP((農農業業⽣⽣産産⼯⼯程程管管理理))のの推推進進  
((国国際際⽔⽔準準GGAAPPのの取取組組拡拡⼤⼤をを推推進進))  

GAP1は、農業⽣産の各⼯程の実施、
記録、点検及び評価を⾏うことによる持
続的な改善活動です。 

農林⽔産省では、「⾷品安全」、「環境保
全」、「労働安全」、「⼈権保護」、「農場経
営管理」の5分野を含むGAPを国際⽔準
GAPと呼称しています。令和4(2022)年3
⽉に「我が国における国際⽔準GAPの推
進⽅策」を策定するとともに、国際⽔準
GAPの我が国共通の取組基準として「国
際⽔準GAPガイドライン」を策定し、そ
の普及を推進しています。 

また、都道府県では、農業者へのGAP
の普及に関して、国際⽔準GAPガイドラ
インや独⾃のGAP基準(都道府県GAP)
に基づく指導、GAP認証取得を⽬指した

 
1 Good Agricultural Practicesの略 
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資料：⼀般社団法⼈GAP普及推進機構及び⼀般財団法⼈⽇本GAP協会の
資料を基に農林⽔産省作成 

注：1) 各年度末時点の数値(ただし、GLOBALG.A.P.の令和2(2020)年
度以降の各年度の数値は、当該12⽉末時点の数値) 

2) ⻘果物、穀物、茶、畜産に係る認証取得経営体数(国内のみ) 
3) 複数の認証を取得している経営体についてはそれぞれ計上 

図表2-4-11 GAP認証取得経営体数 
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指導等を⾏っています。このような中、農林⽔産省では、国際⽔準GAPの推進⽅策を受け、
都道府県GAPを存続する都道府県に対し、令和6(2024)年度末を⽬途として、都道府県GAP
を国際⽔準に引き上げるよう求めています。 

我が国では、主にGLOBALG.A.P.1、ASIAGAP2、JGAP3の3種類のGAP認証が普及して
います。令和5(2023)年度のGAP認証取得経営体数は、7,738経営体と、近年はおおむね横
ばいで推移しています(図図表表22--44--1111)。 

令和7(2025)年に開催される2025年⽇本
にっぽん

国際
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・名古屋

な ご や
 2026 アジア競技

きょうぎ
⼤会
たいかい

4、令和9(2027)年の国際
こくさい

園芸
えんげい

博覧会
はくらんかい

5の持続可能性に配慮した農産物の調達基準において、GAP認証農産物や国際⽔準GAPガ
イドラインに準拠したGAPに基づき⽣産された農産物が、調達基準の要件への適合度が⾼
い農産物として位置付けられました。農林⽔産省では、これらの国際的なイベントの開催
を契機として、国際⽔準GAPの取組を更に推進していくこととしています。 

 
((77))  効効果果的的なな農農作作業業安安全全対対策策のの展展開開  
((農農作作業業中中のの事事故故にによよるる死死亡亡者者数数はは、、農農業業機機械械作作業業にに係係るる事事故故がが約約66割割))  

令和5(2023)年には、就業者10万⼈当たり
の死亡事故者数が11.6⼈と増加傾向にありま
す。農作業中の事故による死亡者数について
は、令和5(2023)年は236⼈となりました。要
因別に⾒ると、農業機械作業に係るものが
147⼈(62.3%)で最も多くなっており、このう
ち 乗 ⽤ 型 ト ラ ク タ ー に 係 る も の が 61 ⼈
(25.8%)と最多となっています(図図表表22--44--1122)。 

死亡事故要因の6〜7割が農業機械作業と
なっている状態が続いていることに加え、熱
中症等の機械事故以外の死亡者数も減少して
いない現状を踏まえ、農作業事故死亡者数を
令和4(2022)年の238⼈から令和8(2026)年ま
でに半減(119⼈)することを新たな⽬標とし
ました。 

この実現に向け、農林⽔産省では、令和3(2021)年に取りまとめた「農作業安全対策の
強化に向けて(中間とりまとめ)」に基づく対応を引き続き進めていくこととしています。
このうち農作業環境の安全対策については、農研機構が農業機械メーカーからの依頼に基
づいて農業機械の安全性を確認する安全性検査制度を⾒直し、新たな検査制度・検査基準
による運⽤を開始できるよう、より安全な農業機械の普及促進に向けた取組を進めました。 

また、農業者の安全意識の向上については、農業者が正しい安全知識を習得できるよう、
「農作業安全研修実施強化期間」等を設定し、農作業安全に関する指導者が中⼼となり、

 
1 ドイツのFoodPLUS GmbHが策定した第三者認証のGAP 
2 ⼀般財団法⼈⽇本GAP協会が策定した第三者認証のGAP。対象は⻘果物、穀物、茶 
3 ⼀般財団法⼈⽇本GAP協会が策定した第三者認証のGAP。対象は⻘果物、穀物、茶、家畜・畜産物 
4 正式名称は「第20回アジア競技⼤会(2026/愛知・名古屋)」 
5 正式名称は「２０２７年国際園芸博覧会」 

図表2-4-12 農作業中の死亡事故発⽣状況 

資料：農林⽔産省「令和5年に発⽣した農作業死亡事故の概要」を
基に作成 

注：令和5(2023)年の数値 
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また、品質については外国産と⽐べ遜⾊がない程度まで向上している品種も増えていま
すが、⽣産年や⽣産地によって品質の振れ幅が⼤きく、安定化が課題となっています。 

国産⼩⻨の実需者の需要に対応するためには、需要の⾼い品種の導⼊や効果的な営農技
術の導⼊、ストック機能の強化等による、品質・供給量の安定化に向けた対策を総合的に
進めることが重要です。 

農林⽔産省では、国産⼩⻨の⽣産拡⼤に向け、排⽔対策等の営農技術の導⼊、⼤区画化
や汎⽤化等の基盤整備、多収品種の開発・普及、スマート農業技術等を活⽤した効率的な
栽培体系による適期作業等を推進しています。 

 
((国国産産⼤⼤⾖⾖のの需需要要拡拡⼤⼤にに向向けけ、、安安定定ししたた⽣⽣産産供供給給体体制制のの構構築築・・強強化化がが必必要要))  

⾷⽤⼤⾖の需要⾒込みは増加しており、国産⼤⾖の需要も堅調に推移する⾒込みである
⼀⽅、国内⽣産量はほぼ横ばいであり、また、主な⽔⽥地帯において⽣産性も低下傾向に
あるなど、⽣産体制の抜本的な強化が必要となっています。 

また、国産⼤⾖の更なるシェア拡⼤に向け、⽤途に応じて⼤⾖に求められる品質が違う
ことに加え、均等化、⼤ロット化といった⾷品製造事業者の⽬線に⽴った、⾷品加⼯原料
としての安定化を図ることや⽣産量を安定させ、安⼼して使えるように確実に供給できる
ようにすることが必要です。 

農林⽔産省では、国産原料を使⽤した⼤⾖製品の需要拡⼤に向け、実需者の求める安定
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((66))  GGAAPP((農農業業⽣⽣産産⼯⼯程程管管理理))のの推推進進  
((国国際際⽔⽔準準GGAAPPのの取取組組拡拡⼤⼤をを推推進進))  
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図表2-4-11 GAP認証取得経営体数 
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((農農作作業業中中のの熱熱中中症症にによよるる死死亡亡者者数数はは増増加加傾傾向向))  
令和5(2023)年における農作業中の熱中症に

よる死亡者数は37⼈となっており、「農業機
械・施設以外の作業」での死亡事故要因として
は最も多くなっています。また、農作業事故死
亡者数のうち、熱中症による死亡者数は、令和
3(2021)年以降増加傾向で推移しており、令和
5(2023)年は前年に⽐べ8⼈増加しています(図図
表表22--44--1144)。さらに、農作業中の熱中症による
死亡事故は、過去10年間の累計では280⼈に上
り、その過半が80歳以上となっていることから、
⾼齢者への対策は特に重要となっています。 

農作業中の熱中症による救急搬送は、暑さに
慣れていない5⽉頃から発⽣しています(図図表表
22--44--1155)。 

 
 

 
 
そのため、農林⽔産省では、暑さが本格化する前の5

⽉から7⽉を「熱中症対策研修実施強化期間」に設定し、
熱中症の予防策の研修・講習等を⾏うことを重点的に推
進しています。 

さらに、熱中症対策に関するオンライン研修の実施や
啓発資料の充実を図るとともに、農林⽔産省が運営する
「MAFF

マ フ
アプリ」等を活⽤し、熱中症警戒アラートや熱

中症による救急搬送者数の状況等を農業者等に対してき
め細かく情報提供するなど、現場での注意喚起を強化し
ています。 

図表2-4-15 ⽥畑・森林等における熱中症による救急搬送⼈員数 

資料：総務省「夏季における熱中症による救急搬送⼈員の調査」を基に農林⽔産省作成 
注：1) 令和6(2024)年4⽉29⽇〜10⽉6⽇の週別の数値(速報値) 

2) ⽥畑・森林、海、川等(農・林・畜・⽔産作業を⾏っている場合のみ)の区分 
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図表2-4-14 農作業事故死亡者数のうち、熱
中症による死亡者数 

資料：農林⽔産省「農作業死亡事故調査」を基に作成 
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各地域で農業者に向けた研修の実施を推進しており、令和6(2024)年度は全国で4,437回、
約15万7千⼈が農作業安全研修を受講しています。 

厚⽣労働省においても令和6(2024)年2⽉から、農業における労働災害の減少を図るため、
「農業機械の安全対策に関する検討会」を開催しています。同検討会では、労働安全衛⽣
法令における、⾞両系農業機械の規制の必要性や具体的な安全対策等について検討されて
おり、農林⽔産省においても農業機械事故の減少に向け、厚⽣労働省と連携して安全対策
を推進することとしています。 

 
((雇雇⽤⽤時時のの安安全全教教育育のの実実施施))  

令和5(2023)年の労働者死傷病報告によ
ると、農業においては経験期間が3年以下
の未熟練労働者の農作業事故の発⽣割合が、
全体の51.9%と半数以上を占めています。
(図図表表22--44--1133)。 

雇⼊れ時教育について、厚⽣労働省の労
働安全衛⽣法では、「事業者は労働者を雇い
⼊れたときは、当該労働者に対し、厚⽣労
働省令で定めるところにより、その従事す
る業務に関する安全⼜は衛⽣のための教育
を⾏わなければならない」旨が規定されて
いたものの、農業については、機械の取扱
い⽅法等の⼀部項⽬を省略できることとさ
れていました。 

このため、令和6(2024)年4⽉より、同法
の規則改正に伴い、「雇⼊れ時教育」の義務
が拡充され、農業等では省略可能とされていた(1)機械等、原材料等の危険性・有害性・取
扱い⽅法、安全装置、(2)有害物抑制装置、保護具の性能・取扱い⽅法、(3)作業⼿順、(4)
作業開始時の点検を含む8項⽬について、全業種で教育が義務化されています。 

こうした雇⼊れ時教育の徹底により、労働災害の発⽣件数の減少が期待されており、農
林⽔産省では、雇⼊れ側農家(事業者)向けの教育資材と雇われ農家(労働者)向けのリーフ
レットを作成し、農業現場への周知を図っています。 

また、農業分野で働く技能実習⽣や特定技能実習⽣等に向けて、英語版、中国語簡体字
版、ベトナム語版、インドネシア語版の労働者向けリーフレットを作成し、周知していま
す。 

 

図表2-4-13 農作業事故の経験期間別発⽣割合 

資料：厚⽣労働省「労働者死傷病報告」を基に農林⽔産省作成 
注：令和5(2023)年の数値 

経験期間
3年以下
51.9%

経験期間
4〜10年
31.8%

経験期間
11〜20年

11.5%

経験期間21〜30年
3.5%

経験期間31年〜
1.4%

労労働働安安全全衛衛⽣⽣にに関関すするる教教育育をを実実施施ししままししょょうう！！  
URL：https://www.maff.go.jp/j/seisan/sien/sizai/ 

s_kikaika/anzen/roudouanzenkyouiku.html 
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((農農作作業業中中のの熱熱中中症症にによよるる死死亡亡者者数数はは増増加加傾傾向向))  
令和5(2023)年における農作業中の熱中症に

よる死亡者数は37⼈となっており、「農業機
械・施設以外の作業」での死亡事故要因として
は最も多くなっています。また、農作業事故死
亡者数のうち、熱中症による死亡者数は、令和
3(2021)年以降増加傾向で推移しており、令和
5(2023)年は前年に⽐べ8⼈増加しています(図図
表表22--44--1144)。さらに、農作業中の熱中症による
死亡事故は、過去10年間の累計では280⼈に上
り、その過半が80歳以上となっていることから、
⾼齢者への対策は特に重要となっています。 

農作業中の熱中症による救急搬送は、暑さに
慣れていない5⽉頃から発⽣しています(図図表表
22--44--1155)。 
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熱中症の予防策の研修・講習等を⾏うことを重点的に推
進しています。 
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各地域で農業者に向けた研修の実施を推進しており、令和6(2024)年度は全国で4,437回、
約15万7千⼈が農作業安全研修を受講しています。 

厚⽣労働省においても令和6(2024)年2⽉から、農業における労働災害の減少を図るため、
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全体の51.9%と半数以上を占めています。
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また、令和4(2022)年12⽉に、農業保険法の施⾏後4年を迎えた収⼊保険の今後の取組⽅

針として決定した、(1)甚⼤な気象災害による影響を緩和する特例、(2)⻘⾊申告1年分のみ
での加⼊、(3)保険⽅式のみで9割まで補償する新たな補償タイプについて、令和6(2024)
年に保険期間が始まる収⼊保険の加⼊者から実施しています。 

 
((農農業業共共済済事事業業をを着着実実にに実実施施))  

農業共済制度は、農業保険法に基づき、農業者の経営安定を図るため、⾃然災害等によ
る収穫量の減少等の損失を補塡することを⽬的としています。同制度は、被災した農業者
の損失を保険の仕組みにより補塡しており、農業者があらかじめ掛⾦を出し合って共同準
備財産を造成し、被害が発⽣した場合にはその共同準備財産から共済⾦を⽀払うこととし
ています。 

また、農業共済団体は、農業保険制度の実施主体として同法に基づき設⽴されており、
農業共済組合及び農業共済事業を実施する
市町村(以下「農業共済組合等」という。)、
都道府県単位の農業共済組合連合会、国の
3段階で運営されてきました。 

近年、農業共済団体においては、業務効
率化のため、農業共済組合等の合併により
都道府県単位の農業共済組合を設⽴すると
ともに、農業共済組合連合会の機能を都道
府県単位の農業共済組合が担うことにより、
農業共済組合と国との2段階で運営できる
よう、1県1組合化を推進しています。 

農業経営のセーフティネットへの関⼼が
⾼まる中、農業共済団体では、農業の⽣産
現場での農業保険の普及・利⽤拡⼤に向け
た取組を推進しています。 

令和5(2023)年度における農業共済組合
数は49組合、農業共済組合員数は197万⼈
となっています(図図表表22--44--1199)。 

図表2-4-18 収⼊保険の品⽬別加⼊経営体数 

資料：農林⽔産省作成 
注：令和6(2024)年の品⽬ごとの延べ経営体数 
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図表2-4-19 農業共済組合数、農業共済組合員数

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 農業共済組合数は各年度末時点の数値。令和3(2021)年度以前は、

農業共済事業を実施する市町村の数値を含む。 
2) 農業共済組合員数は、制度共済のほかに任意共済の加⼊者の数値

を含む。令和3(2021)年度以前は、市町村が⾏う農業共済事業の
加⼊者の数値を含む。 
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((88))  農農業業経経営営のの安安定定化化にに向向けけたた取取組組のの推推進進  
((経経営営所所得得安安定定対対策策のの加加⼊⼊申申請請件件数数はは、、前前年年度度にに⽐⽐べべ減減少少))  

経営所得安定対策は、農業経営の安定に資するよう、諸外国との⽣産条件の格差から⽣
ずる不利を補正するための畑作物の直接⽀払交付⾦(以下「ゲタ対策」という。)や農業収
⼊の減少が経営に及ぼす影響を緩和するための⽶・畑作物の収⼊減少影響緩和交付⾦(以下
「ナラシ対策」という。)を交付するものです。 

令和6(2024)年度におけるゲタ対策については、加⼊申請件数は前年度に⽐べ1,230件減
少し3万9,291件となった⼀⽅、作付計画⾯積は前年度に⽐べ8千ha増加し53万6千haとなり
ました(図図表表22--44--1166)。 

また、ナラシ対策については、収⼊保険への移⾏や⾼齢化に伴う脱退のほか、継続加⼊
者の作付転換等により、加⼊申請件数は前年産に⽐べ5,197件減少し4万8,964件、申請⾯積
は前年産に⽐べ3万5千ha減少し56万1千haとなっています。 

 

 
 

((収収⼊⼊保保険険のの加加⼊⼊者者はは着着実実にに拡拡⼤⼤))  
収⼊保険は、農業者の⾃由な経営判断に基づき収益性の⾼い作物の導⼊や新たな販路の

開拓にチャレンジする取組等に対する総合的なセーフティネットであり、品⽬の枠にとら
われず、⾃然災害だけでなく価格低下等の様々なリスクによる収⼊の減少を補償していま
す。 

令和6(2024)年の加⼊経営体数は、前
年に⽐べ8,484経営体増加し99,128経営
体となりました(図図表表22--44--1177)。これは⻘
⾊申告を⾏っている農業経営体数(35万
3千経営体)の28.1%に当たります。 

品⽬別に⾒ると、同年の加⼊経営体数
は、⽶が60,363経営体で最も多く、次い
で野菜、果樹の順となっています(図図表表
22--44--1188)。 

⾃然災害による損害を補償する農業共
済と合わせた農業保険全体で⾒た場合、
令和5(2023)年産における⽔稲の作付⾯
積の79%、⻨の作付⾯積の99%、⼤⾖の
作付⾯積の95%が加⼊していることに
なります。 

図表2-4-16 経営所得安定対策の加⼊申請状況 

資料：農林⽔産省作成 
注：ナラシ対策は、各年産の数値 

令和元年度
(2019)

2
(2020)

3
(2021)

4
(2022)

5
(2023)

6
(2024)

加⼊申請件数(件) 43,307 42,185 41,592 41,152 40,521 39,291
作付計画⾯積(ha) 494,405 500,328 510,459 525,464 528,712 536,366
加⼊申請件数(件) 88,209 78,038 68,213 59,815 54,161 48,964
申請⾯積(ha) 882,505 828,352 718,328 634,938 595,667 560,947

ゲタ対策

ナラシ対策

図表2-4-17 収⼊保険の加⼊経営体数と加⼊割合 

資料：農林⽔産省作成 
注：加⼊割合は「2020年農林業センサス」における⻘⾊申告を⾏って

いる農業経営体数(35万3千経営体(正規の簿記と簡易な記帳の合
計))に対する割合 
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また、令和4(2022)年12⽉に、農業保険法の施⾏後4年を迎えた収⼊保険の今後の取組⽅

針として決定した、(1)甚⼤な気象災害による影響を緩和する特例、(2)⻘⾊申告1年分のみ
での加⼊、(3)保険⽅式のみで9割まで補償する新たな補償タイプについて、令和6(2024)
年に保険期間が始まる収⼊保険の加⼊者から実施しています。 

 
((農農業業共共済済事事業業をを着着実実にに実実施施))  

農業共済制度は、農業保険法に基づき、農業者の経営安定を図るため、⾃然災害等によ
る収穫量の減少等の損失を補塡することを⽬的としています。同制度は、被災した農業者
の損失を保険の仕組みにより補塡しており、農業者があらかじめ掛⾦を出し合って共同準
備財産を造成し、被害が発⽣した場合にはその共同準備財産から共済⾦を⽀払うこととし
ています。 

また、農業共済団体は、農業保険制度の実施主体として同法に基づき設⽴されており、
農業共済組合及び農業共済事業を実施する
市町村(以下「農業共済組合等」という。)、
都道府県単位の農業共済組合連合会、国の
3段階で運営されてきました。 

近年、農業共済団体においては、業務効
率化のため、農業共済組合等の合併により
都道府県単位の農業共済組合を設⽴すると
ともに、農業共済組合連合会の機能を都道
府県単位の農業共済組合が担うことにより、
農業共済組合と国との2段階で運営できる
よう、1県1組合化を推進しています。 

農業経営のセーフティネットへの関⼼が
⾼まる中、農業共済団体では、農業の⽣産
現場での農業保険の普及・利⽤拡⼤に向け
た取組を推進しています。 

令和5(2023)年度における農業共済組合
数は49組合、農業共済組合員数は197万⼈
となっています(図図表表22--44--1199)。 

図表2-4-18 収⼊保険の品⽬別加⼊経営体数 

資料：農林⽔産省作成 
注：令和6(2024)年の品⽬ごとの延べ経営体数 
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図表2-4-19 農業共済組合数、農業共済組合員数

資料：農林⽔産省作成 
注：1) 農業共済組合数は各年度末時点の数値。令和3(2021)年度以前は、

農業共済事業を実施する市町村の数値を含む。 
2) 農業共済組合員数は、制度共済のほかに任意共済の加⼊者の数値

を含む。令和3(2021)年度以前は、市町村が⾏う農業共済事業の
加⼊者の数値を含む。 
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((88))  農農業業経経営営のの安安定定化化にに向向けけたた取取組組のの推推進進  
((経経営営所所得得安安定定対対策策のの加加⼊⼊申申請請件件数数はは、、前前年年度度にに⽐⽐べべ減減少少))  

経営所得安定対策は、農業経営の安定に資するよう、諸外国との⽣産条件の格差から⽣
ずる不利を補正するための畑作物の直接⽀払交付⾦(以下「ゲタ対策」という。)や農業収
⼊の減少が経営に及ぼす影響を緩和するための⽶・畑作物の収⼊減少影響緩和交付⾦(以下
「ナラシ対策」という。)を交付するものです。 

令和6(2024)年度におけるゲタ対策については、加⼊申請件数は前年度に⽐べ1,230件減
少し3万9,291件となった⼀⽅、作付計画⾯積は前年度に⽐べ8千ha増加し53万6千haとなり
ました(図図表表22--44--1166)。 

また、ナラシ対策については、収⼊保険への移⾏や⾼齢化に伴う脱退のほか、継続加⼊
者の作付転換等により、加⼊申請件数は前年産に⽐べ5,197件減少し4万8,964件、申請⾯積
は前年産に⽐べ3万5千ha減少し56万1千haとなっています。 

 

 
 

((収収⼊⼊保保険険のの加加⼊⼊者者はは着着実実にに拡拡⼤⼤))  
収⼊保険は、農業者の⾃由な経営判断に基づき収益性の⾼い作物の導⼊や新たな販路の

開拓にチャレンジする取組等に対する総合的なセーフティネットであり、品⽬の枠にとら
われず、⾃然災害だけでなく価格低下等の様々なリスクによる収⼊の減少を補償していま
す。 

令和6(2024)年の加⼊経営体数は、前
年に⽐べ8,484経営体増加し99,128経営
体となりました(図図表表22--44--1177)。これは⻘
⾊申告を⾏っている農業経営体数(35万
3千経営体)の28.1%に当たります。 

品⽬別に⾒ると、同年の加⼊経営体数
は、⽶が60,363経営体で最も多く、次い
で野菜、果樹の順となっています(図図表表
22--44--1188)。 

⾃然災害による損害を補償する農業共
済と合わせた農業保険全体で⾒た場合、
令和5(2023)年産における⽔稲の作付⾯
積の79%、⻨の作付⾯積の99%、⼤⾖の
作付⾯積の95%が加⼊していることに
なります。 

図表2-4-16 経営所得安定対策の加⼊申請状況 

資料：農林⽔産省作成 
注：ナラシ対策は、各年産の数値 

令和元年度
(2019)

2
(2020)

3
(2021)

4
(2022)

5
(2023)

6
(2024)

加⼊申請件数(件) 43,307 42,185 41,592 41,152 40,521 39,291
作付計画⾯積(ha) 494,405 500,328 510,459 525,464 528,712 536,366
加⼊申請件数(件) 88,209 78,038 68,213 59,815 54,161 48,964
申請⾯積(ha) 882,505 828,352 718,328 634,938 595,667 560,947

ゲタ対策

ナラシ対策

図表2-4-17 収⼊保険の加⼊経営体数と加⼊割合 

資料：農林⽔産省作成 
注：加⼊割合は「2020年農林業センサス」における⻘⾊申告を⾏って

いる農業経営体数(35万3千経営体(正規の簿記と簡易な記帳の合
計))に対する割合 
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